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1. 積雪荷重について 

 

1.1 設計に用いる積雪深について 

島根原子力発電所の設計には，設置（変更）許可申請書に記載のとおり，島根原子力発

電所の最寄りの気象官署である松江地方気象台での観測記録(1941 年～2018 年)の月最深

積雪の最大値である 100cm（1971 年２月４日）を用いている。 

なお，「建築基準法」に基づき統計的手法により算出された松江市鹿島町における，発

電所の安全施設が設置されている地盤レベルである標高 8.5m～50.0m の垂直積雪量は

70cm～85cm である。 

 

1.2 積雪荷重に係る記載について 

設置（変更）許可申請及び工事計画認可申請における，設計に用いる積雪荷重に係る記

載を表 1-1 に示す。
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表
1-
1 
設
置
（
変
更
）
許
可
申
請
及
び
工
事
計
画
認
可
申
請
に
お
け
る
，
設
計
に
用
い
る
積
雪
荷
重
に
係
る
記
載
（
1/
2）

 

 
設
置
（
変
更
）
許
可
 

本
文
 

設
置
（
変
更
）
許
可

 

添
付
八

 

設
置
（
変
更
）
許
可

 

審
査
ま
と
め
資
料

 

工
事
計
画

認
可
申
請
書
 

基
本
設
計
方

針
（
第
７
条
）
 

工
事
計
画
認
可
申
請
書
 

Ⅵ
-1
-1
-3
-1
-1
 

工
事
計
画
認
可
申
請
書

 

強
度
・
耐
震
計
算
に
お
け

る
荷
重
計
算

 

積
雪
 

安
全
施
設
は
，
設
計

基
準

積
雪

量
に

よ
る

荷
重

及
び

閉
塞

に
対

し
，
安
全
施
設
及
び
安

全
施

設
を

内
包

す
る

建
物

の
構

造
健

全
性

の
確

保
若

し
く

は
積

雪
に

よ
る

損
傷

を
考

慮
し
て
，
代
替
設
備
に

よ
り

必
要

な
機

能
を

確
保
す
る
こ
と
，
安
全

上
支

障
の

な
い

期
間

で
の

修
復

等
の

対
応

を
行

う
こ

と
又

は
そ

れ
ら

を
適

切
に

組
み

合
わ
せ
る
こ
と
で
，
そ

の
安

全
機

能
を

損
な

わ
な
い
設
計
と
す
る
。
 

松
江
地
方
気
象
台
で
の
観
測
記
録
（

19
41

年
～
20
18

年
）

に
よ
れ
ば
月
最
深
積
雪
は

10
0c
m（

19
71

年
２
月
４
日
）
で

あ
る
。
 

安
全
施
設
は
，
設
計
基
準
積
雪
量
（

10
0c
m）

の
積
雪

が
発

生
し
た
場
合
に
お
い
て
も
，
安
全
機
能
を
損
な
わ
な
い
設
計

と
す
る
。
 

そ
の
う
え
で
，
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
は
，
設
計
基
準

積
雪
量
（
10
0c
m）

の
積
雪
荷
重
に
対
し
機
械
的
強
度
を
有
す

る
こ
と
に
よ
り
安
全
機
能
を
損
な
わ
な
い
設
計
と
す
る
。
ま

た
，
設
計
基
準
積
雪
量
（
10
0c
m
）
に
対
し
給
・
排
気
口
を
閉

塞
さ

せ
な

い
こ

と
に

よ
り

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

設
計

と
す
る
。
 

ま
た
，
上
記
以
外
の
安
全
施
設
に
つ
い
て
は
，
積
雪
に
対

し
て

機
能

を
維

持
す

る
こ

と
若

し
く

は
積

雪
に

よ
る

損
傷

を
考

慮
し

て
代

替
設

備
に

よ
り

必
要

な
機

能
を

確
保

す
る

こ
と
，
安
全
上
支
障
の
な
い
期
間
で
の
修
復
等
の
対
応
を
行

う
こ

と
又

は
そ

れ
ら

を
適

切
に

組
み

合
わ

せ
る

こ
と

に
よ

り
，
安
全
機
能
を
損
な
わ
な
い
設
計
と
す
る

。
 

な
お
，「

建
築
基
準
法
」
及
び
同
施
行
令
第
八
十
六
条
第
三

項
に
基
づ
く
「
松
江
市
建
築
基
準

法
施
行
細
則
」
に
よ
る
と
，

発
電

所
の

安
全

施
設

が
設

置
さ

れ
て

い
る

地
盤

レ
ベ

ル
で

あ
る
標
高

8.
5m
～
50
.0
m
の
設
計
積
雪

量
は
，
70
cm
～
85
cm

で
あ
り
，
設
計
基
準
積
雪
量
に
包
絡
さ
れ
る
。

 

積
雪
に
対
す
る
規
格
・
基
準
と
し
て
，
建
築
物
に
つ
い
て

は
建

築
基

準
法

及
び

同
施

行
令

第
86

条
第

３
項

に
基

づ
く

松
江
市
建
築
基
準
法
施
行
細
則
に
お
い
て
，
地
域
ご
と
に
建

築
場

所
の

標
高

に
応

じ
た

設
計

積
雪

量
が

定
め

ら
れ

て
い

る
。
松
江
市
鹿
島
町
に
お
い
て
，
発
電
所
の
安
全
施
設
が
設

置
さ

れ
て

い
る

地
盤
レ

ベ
ル

で
あ
る

標
高

8.
5m

～
50
.0
m
の

設
計
積
雪
量
は
，
70
cm
～
85
cm
で
あ
る
。

 

敷
地

に
最

も
近

い
気

象
官

署
で

あ
る

松
江

地
方

気
象

台

（
松
江
市
）
で
の
観
測
記
録
（
19
41
～

20
18
年
）
に
よ

れ
ば
，

観
測

史
上

１
位

の
月
最

深
積

雪
は

10
0c
m
（

19
71

年
２

月
４

日
）
で
あ
る
。
 

以
上
を
踏
ま
え
，
設
計
基
準
積
雪
量
は
保
守
的
に
最
も
積

雪
量
が
大
き
い
松
江
地
方
気
象
台
（
松
江
市
）
に
お
け
る
観

測
史
上
１
位
の
月
最
深
積
雪
で
あ
る
10
0c
m
と
す
る
。
 

設
計
基
準
積
雪
量
（
10
0c
m）

の
積
雪
に
よ
っ
て
そ
の
安
全

機
能

が
損

な
わ

れ
な

い
こ

と
を

確
認

す
る

必
要

が
あ

る
施

設
を
，
安
全
重
要
度
分
類
の
ク
ラ
ス
１
，
ク
ラ
ス
２
及
び
ク

ラ
ス
３
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
と
す
る
。

 

そ
の
上
で
，
外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
は
，
設
計
基
準
積

雪
量
（
10
0c
m）

の
積
雪
荷
重
に
対
し
機
械
的
強
度
を
有
す
る

こ
と
，
ま
た
，
換
気
系
の
給
・
排
気
口
は
，
設
計
基
準
積
雪

量
よ

り
高

所
に

設
置

す
る

等
に

よ
り

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い
設
計
と
す
る
。
 

ま
た
，
上
記
に
含
ま
れ
な
い
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
は
，

積
雪
に
よ
り
損
傷
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
，
代
替
手
段
が
あ

る
こ
と
等
に
よ
り
安
全
機
能
は
損
な
わ
れ
な
い
。

 

外
部
事
象
防
護
対
象
施
設
は
，
設
計

基
準

積
雪

量
に

よ
る

積
雪

荷
重

に
対

し
て
，
機
械
的
強
度
を
有
す
る
こ
と
，

ま
た
，
換
気
空
調

設
備
の
給
・
排
気
口

を
閉
塞
さ
せ
な
い
こ
と
に
よ
り
，
安
全

機
能
を
損
な
わ
な
い
設
計
と
す
る
。
 

松
江
地
方
気
象
台
で
の

観
測
記
録
（

19
41

年
～

20
18

年
）
に
よ
れ
ば
，
月
最
深
積
雪
は
10
0c
m（

19
71

年
２
月
４
日
）
で
あ
る
。
 

外
部
事
象
防
護
対
象
施

設
は
，
設
計
基
準

積
雪

量
（
10
0c
m）

に
よ
る
積
雪
荷
重
に
対
し
て
，
機
械

的
強
度
を
有
す
る
こ
と
，

ま
た
，
換
気
空
調

設
備

の
給
・
排
気
口
を
閉
塞
さ

せ
な
い
こ
と
に
よ

り
，

安
全
機
能
を
損
な
わ
な
い
設
計
と
す
る
。

 

積
雪
に
対
す
る
設
計
は

，
同
様
な
堆
積
荷

重
の

影
響
を
考
慮
す
る
火
山
事

象
に
対
す
る
設
計

の
中

で
確
認
す
る
。

 

（
積
雪
荷
重
：
－
）

 

火
山

に
よ

る
荷

重
の

評
価

に
包
絡
さ
れ
る
た
め
，
雪
単

体
で

の
評

価
は

実
施

し
て

い
な
い
。
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表
1-
1 
設
置
（
変
更
）
許
可
申
請
及
び
工
事
計
画
認
可
申
請
に
お
け
る
，
設
計
に
用
い
る
積
雪
荷
重
に
係
る
記
載
（
2/
2）

 

 
設
置

（
変
更
）
許
可
 

本
文
 

設
置
（
変
更
）
許
可

 

添
付
八

 

設
置
（
変
更
）
許
可

 

審
査
ま
と
め
資
料

 

工
事
計
画
認
可
申
請
書
 

基
本
設
計
方
針
（
第
７
条
）
 

工
事
計
画
認
可
申
請
書
 

Ⅵ
-1
-1
-3
-1
-1
 

工
事
計
画
認
可
申
請
書

 

強
度
・
耐
震
計
算
に
お
け

る
荷
重
計
算

 

火
山
＋
積
雪

 
（
記

載
な
し
）
 

自
然
現
象
の
組
合
せ
に
つ
い
て
は
，
発
電
所
敷
地
で
想
定

さ
れ
る
自
然
現
象
（
地
震
及
び
津
波
を
除
く
。）

と
し

て
抽
出

さ
れ
た

10
事
象
を
も
と
に
被
害
が
考
え
ら
れ
な
い
洪
水
を

除
い
た
９
事
象
に
，
発
電
所
敷
地
又
は
そ
の
周
辺
で
想
定
さ

れ
る

発
電

用
原

子
炉

施
設

の
安

全
性

を
損

な
わ

せ
る

原
因

と
な

る
お

そ
れ

が
あ

る
事

象
で

あ
っ

て
人

為
に

よ
る

も
の

（
故

意
に
よ

る
も
の

を
除

く
。
）

と
し

て
整
理

し
た
森

林
火

災
並
び
に
地
震
及
び
津
波
を
加
え
た

12
事
象
を
，
網
羅
的

に
検
討
す
る
。
 

・
組
み
合
わ
せ
た
場
合
も
影
響
が

増
長
し
な
い
（
影
響
が
小

さ
く
な
る
も
の
を
含
む
。）

 

・
同
時
に
発
生
す
る
可
能
性
が
極
め
て
低
い

 

・
増
長
す
る
影
響
に
つ
い
て
，
個
々
の
事
象
の
検
討
で
包
絡

さ
れ

て
い

る
又

は
個

々
の

事
象

の
設

計
余

裕
に

包
絡

さ

れ
て
い
る
 

以
上
の
観
点
よ
り
，
事
象
が
単
独
で
発
生
し
た
場
合
の
影

響
と
比
較
し
て
，
複
数
の
事
象
が
重
畳
す
る
こ
と
で
影
響
が

増
長
さ
れ
る
組
合
せ
を
特
定
し
，
そ
の
中
か
ら
荷
重
の
大
き

さ
等
の
観
点
で
代
表
性
の
あ
る
，
地
震
，
津
波
，
地
滑
り
・

土
石
流
，
火
山
の
影
響
，
風
（
台
風
）
及
び
積
雪
の

組
合
せ

の
影
響
に
対
し
，
安
全
施
設
は
安
全
機
能
を
損
な
わ
な
い
設

計
と
す
る
。
組
み
合
わ
せ
る
事
象
の
規
模
に
つ
い
て
は
，
設

計
基
準
規
模
事
象
同
士
の
組
合
せ
を
想
定
す
る
。

 

耐
火
山
設
計
：
 

降
下
火
砕
物
堆
積
荷
重

*
1
＋
風
荷
重

*2
＋
積
雪
荷
重

*
3  

*1
：
堆
積
量
56
cm
，
降
下
火
砕
物
密
度

1.
5g
/c
m3
か
ら
算
出
。 

*2
：

建
設

省
告

示
第

14
54

号
に

定
め

ら
れ

た
基

準
風

速

30
m/
sか

ら
算
出
。
 

*3
：
松
江
地
方
気
象
台
で
の
観
測
記
録
（

19
41
～
20
18
年
）

に
お
け
る
観
測
史
上
１
位
の
月
最
深
積
雪

10
0c
m（

19
71

年
２
月
４
日
）
に
，
建
築
基
準
法
の
考
え
方
を
準
用
し
係

数
0.
35
を
考
慮
し
た
積
雪
量
で
あ
る

35
.0
cm
を
採
用
。
 

地
震

及
び

津
波

を
含

む
自

然
現

象

の
組
合
せ
に
つ
い
て
，
火
山
に
つ
い
て

は
積
雪
と
風
（
台
風
），

基
準
地
震
動
Ｓ

ｓ
に
つ
い
て
は
積
雪
又
は
地
滑
り
・
土

石
流
，
基
準
津
波

に
つ
い
て
は
弾
性
設

計
用

地
震

動
Ｓ

ｄ
－

Ｄ
と

積
雪

の
荷

重
を
，
施
設
の
形

状
及
び
配
置
に
応
じ

て
考
慮
す
る
。
 

地
震
，
津
波
，
地
滑
り
・
土
石
流
と

風
（
台
風
）
の
組
合
せ
に
つ
い
て
も
，

風
荷

重
の

影
響

が
大

き
い

と
考

え
ら

れ
る

よ
う

な
構

造
や

形
状

の
施

設
に

つ
い
て
は
，
組
合
せ
を
考
慮
す
る
。
 

組
み

合
わ

せ
る

積
雪

深
の

大
き

さ

は
，
発
電
所
に
最

も
近
い
気
象
官
署
で

あ
る

松
江

地
方

気
象

台
で

観
測

さ
れ

た
観

測
史

上
１

位
の

月
最

深
積

雪
で

あ
る

10
0c
m
と
し
，
風
速
の
大
き
さ
は

「
建
築
基
準
法
」
を
準
用
し
て
基
準
風

速
30
m/
s
と
す
る
。
 

組
み

合
わ

せ
る

積
雪

深
に

つ
い

て

は
，「

建
築
基
準
法
」
に
定
め
ら
れ
た
平

均
的

な
積

雪
荷

重
を

与
え

る
た

め
の

係
数

0.
35

を
考
慮
す
る
。
 

発
電
所
周
辺
は
多
雪
区
域
で
は
な
い
た
め
，
本

来
建
築
基
準
法
に
積
雪
荷
重

と
他
の
荷
重
の
組
合
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2. 航空機落下確率評価について 

2.1 工事計画認可申請時の航空路の確認について 

島根原子力発電所第２号機の航空機落下確率評価において考慮すべき航空路について

は，工事計画認可申請時に，設置（変更）許可申請書添付書類六に掲載している航空路（添

付資料1）から防護設計の要否を判断する基準を超えるような変更がないことを航空路誌

（令和2年12月3日改訂版）（添付資料2）にて確認している。 

 

2.2 工事計画認可申請時のその他のデータの確認について 

島根原子力発電所第２号機の航空機落下確率評価で使用される，最近の20年間（平成11

年～平成30年）の航空機落下事故評価に用いる最新データ＊1 ，＊2において，設置（変更）

許可申請時のデータに対して有意な変更がないことを確認している。（添付資料3） 

以上より，航空機落下確率評価において使用するその他データにおいて，防護設計の要

否を判断する基準を超えるような変更がないことを確認している。 

注記＊1：航空機落下事故に関するデータ（平成11～30年）（令和3年2月 原子力規制庁） 

＊2：令和元年（平成31年）空港管理状況調書（令和2年8月 国土交通省） 

 

2.3 今後の確認について 

今後は外部火災評価のうち，航空機墜落による火災影響を定期的に評価する際に，航空

路を含めた航空機落下確率評価に用いる最新データの変更状況を確認し，防護設計の要否

を判断する基準を超える変更がないことを確認する。 

以上 
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添付資料 3 

 

島根原子力発電所第２号機における航空機落下確率 

 

設置（変更）許可申請時における島根原子力発電所第２号機の原子炉施設への航空機落下

確率は，約8.4×10－8（回/炉・年）であり，防護設計の要否を判断する基準を満足している。

（別紙1） 

工事計画認可申請時における航空機落下確率評価に用いる最新データ＊1は設置（変更）許

可申請時から変更はなく，評価結果は同様である。 

また，令和5年3月に航空機落下事故に関するデータ＊2が公表されたことから，当該データ

を用いた航空機落下確率の評価を実施した。（別紙8） 

当該データを用いた航空機落下確率は約9.6×10－8（回/炉・年）であり，防護設計の要否

を判断する基準を超えるような変更がないことを確認している。 

注記＊1：航空機落下事故に関するデータ（平成11～30年）（令和3年2月 原子力規制庁） 

＊2：航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2 年）（令和 5 年 3 月 原子

力規制庁） 
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設置（変更）許可申請時における航空機落下確率 

 

発電所周辺の飛行場，航空路，訓練空域を考慮した上で，「実用発電用原子炉施設への航

空機落下確率の評価基準について（内規）」に基づき，以下の項目について島根原子力発電

所第２号機における航空機落下確率を評価する。 

 

1. 評価対象事故 

島根原子力発電所第２号機における評価対象事故を表 1に示す。 

 

表 1 評価対象事故 

発電所名称

及び号機 

1）計器飛行方式民間航空

機の落下事故 

2）有視界飛

行方式民

間航空機

の落下事

故 

3）自衛隊機又は米軍機の

落下事故 

①飛行場での

離着陸時に

おける落下

事故 

②航空路を巡

航中の落下

事故 

①訓練空域内

で訓練中及

び訓練空域

外を飛行中

の落下事故 

②基地－訓練

空域間の往

復時の落下

事故 

島根原子力 

発電所 

第２号機 

○＊1 ○＊2 ○ 

○＊3 

訓練空域外

を飛行中の

落下事故 

×＊4 

○：対象，×：対象外 

注記＊1：滑走路方向から±60°の範囲に発電所が位置する空港があり，各空港の最大離着

陸距離が，発電所から各空港までの距離より大きいため，評価対象とした。（別紙

2） 

＊2：発電所周辺に存在する航空路と発電所との距離が，それぞれの航空路の幅より短

い場合は，評価対象とした。（別紙 3） 

＊3：発電所上空には自衛隊機又は米軍機の訓練空域はない。（別紙 4） 

＊4：発電所は基地－訓練空域間の往復想定範囲内に入らないため，評価対象外とした。

（別紙 4） 
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2. 航空機落下確率評価結果 

(1) 計器飛行方式民間航空機の落下事故 

a. 飛行場での離着陸時における落下事故 

𝑃𝑑,𝑎 = 𝑓𝑑,𝑎・𝑁𝑑,𝑎・𝐴・𝛷𝑑,𝑎(𝑟, 𝜃) 

𝑃𝑑,𝑎：対象施設への離着陸時の航空機落下確率（回／年） 

𝑁𝑑,𝑎：当該飛行場での対象航空機の年間離着陸回数（離着陸回／年） 

𝐴：原子炉施設の標的面積（落下時に原子炉施設が影響を受ける建物の面積）（km2） 

𝛷𝑑,𝑎(𝑟, 𝜃)：離着陸時の事故における落下地点確率分布関数（／km2） 

𝑓𝑑,𝑎 = 𝐷𝑑,𝑎／𝐸𝑑,𝑎：対象航空機の国内での離着陸時事故率（回／離着陸回） 

𝐷𝑑,𝑎：国内での離着陸時事故件数（回） 

𝐸𝑑,𝑎：国内での離着陸回数（離着陸回） 

 

表 2 航空機落下確率評価（計器方式民間航空機（飛行場での離着陸時）） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

飛行場 出雲空港 米子空港 

発電所からの距離 約 17km 約 22km 

滑走路方向に対する角度 約 26° 約 42° 

最大離着陸距離＊1 約 28km（約 15NM） 約 43km（約 23NM） 

𝑁𝑑,𝑎
＊2 13,672 6,156 

𝐴＊3 0.02459 

𝛷𝑑,𝑎(𝑟, 𝜃) 7.02×10－4 2.63×10－4 

𝑓𝑑,𝑎
＊4 2／37,233,228＝5.37×10－8 

𝑃𝑑,𝑎 1.49×10－8 

注記＊1：ＡＩＰ ＪＡＰＡＮのアプローチチャートより求めた。（別紙 2） 

＊2：「令和元年（平成 31年）空港管理状況調書」（国土交通省）にある飛行場別着陸回

数を離陸回数とし，その和を飛行場別離着陸回数とした。 

＊3：離着陸時の標的面積は，別紙 5のとおり。 

＊4：離着陸時の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令

和 3年 2月 原子力規制庁）による。 

離着陸回数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令和 3 年 2

月 原子力規制庁）による。（別紙 6） 
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b. 航空路を巡航中の落下事故 

𝑃𝑐 =
𝑓𝑐・𝑁𝑐・𝐴

𝑊
 

𝑃𝑐：対象施設への巡航中の航空機落下確率（回／年） 

𝑁𝑐：評価対象とする航空路等の年間飛行回数（飛行回／年） 

𝐴 ：原子炉施設への標的面積（km2） 

𝑊：航空路幅（km） 

𝑓𝑐 = 𝐺𝑐／𝐻𝑐：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率（回／（飛行回・km）） 

𝐺𝑐：巡航中事故件数（回） 

𝐻𝑐：延べ飛行距離（飛行回・km） 

 

表 3 航空機落下確率評価（計器飛行方式民間航空機（航空路を巡航中）） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

対象航空路＊1 V29 
Z16,Y14,Y45,Y22,Y18,Y38,Y361,

Y39,Y287,Y206,Y597,Y332 

𝑁𝑐
＊2 

365 

(H30 年データ) 

186,880 

(H30 年データ) 

𝐴＊3 0.01917 

𝑊＊4 14 18.52 

𝑓𝑐
＊5 0.5／11,570,450,753＝4.32×10－11 

𝑃𝑐 8.39×10－9 

注記＊1：ＡＩＰ ＪＡＰＡＮのエンルートチャートにより確認（別紙 3） 

＊2：国土交通省航空局への問合せ結果（ピークデイの値）を 365 倍した値（別紙 7） 

＊3：標的面積は，別紙 5のとおり。 

＊4：航空路については，「航空路の指定に関する告示」を参照した。ＲＮＡＶ航路につ

いては，「飛行方式設定基準」に基づく航法精度を航空路の幅とみなして用いた。

（1NM＝1.852km として換算） 

＊5：巡航中の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令和

3年 2月 原子力規制庁）によるが，件数が 0件のため，保守的に 0.5 件とした。 

   延べ飛行距離は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令和 3年

2月 原子力規制庁）による。（別紙 6） 
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(2) 有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

𝑃𝑣 =
𝑓𝑣

𝑆𝑣
(𝐴・𝛼) 

𝑃𝑣：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

𝑓𝑣：単位年当たりの落下事故率（回／年） 

𝑆𝑣：全国土面積（km2） 

𝐴 ：原子炉施設の標的面積（km2） 

𝛼 ：対象航空機の種類による係数 

 

表 4 航空機落下確率評価（有視界飛行方式民間航空機） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

𝑓𝑣
＊1 

大型固定翼機 0.5／20＝0.025 

小型固定翼機  24／20＝1.200 

大型回転翼機   2／20＝0.100 

小型回転翼機  18／20＝0.900 

𝑆𝑣
＊2 372,969 

𝐴＊3 0.01917 

𝛼＊4 
大型固定翼機，大型回転翼機：１ 

 小型固定翼機，小型回転翼機：0.1 

𝑃𝑣 1.73×10－8 

注記＊1：有視界飛行方式民間航空機の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成

11～30 年）」（令和 3年 2月 原子力規制庁）による。なお，大型固定翼機の事故

件数は，0件であるため，保守的に 0.5 件とした。 

＊2：「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令和 3年 2月 原子力規制

庁）の値を用いた。 

＊3：標的面積は，別紙 5のとおり。 

＊4：「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（内規）」の値を

用いた。 
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(3) 自衛隊機又は米軍機の落下事故（訓練空域外を飛行中の落下事故） 

𝑃𝑠𝑜 =
𝑓𝑠𝑜

𝑆𝑜
・A 

𝑃𝑠𝑜：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率（回／年） 

𝑓𝑠𝑜：単位年当たりの訓練空域外落下事故率（回／年） 

𝑆𝑜 ：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除いた面積（km2） 

𝐴  ：原子炉施設の標的面積（km2） 

 

表 5 航空機落下確率評価（自衛隊機又は米軍機（訓練空域外を飛行中）） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

𝑓𝑠𝑜
＊1 

自衛隊機 10／20＝0.500 

米軍機    4／20＝0.200 

𝑆𝑜
＊2 

自衛隊機 294,881 

米軍機   372,472 

A＊3 0.01917 

𝑃𝑠𝑜 4.28×10－8 

注記＊1：自衛隊機及び米軍機の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～

30 年）」（令和 3年 2月 原子力規制庁）による。 

ただし，平成 30年 2月 5日に目達原駐屯地から南に約 4km で発生した AH-64D 航

空事故について，「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令和 3年

2 月 原子力規制庁）では「基地－訓練空域間往復時」の落下事故として選定さ

れているが，当該事故は定期整備後の整備試験飛行空域との往復時に発生した事

故であるため，「訓練空域外を飛行中」の落下事故としてカウントした。 

＊2：「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～30 年）」（令和 3年 2月 原子力規制

庁）の値を用いた。 

＊3：標的面積は，別紙 5のとおり。 
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以上より，島根原子力発電所第２号機における航空機落下確率は，表 6のとおり計器

方式民間航空機の落下確率，有視界飛行方式民間航空機の落下確率及び訓練空域外を

飛行中の自衛隊又は米軍機の落下確率の和として算定され，保守的に有効数字 3 桁目

を切り上げ，約 8.4×10－8（回/炉・年）となる。 

 

表 6 航空機落下確率の合計値 

評価対象事故 
航空機落下確率 

（回/炉・年） 

1）計器飛行方式 

民間航空機の 

落下事故 

①飛行場での離着陸時における 

落下事故 
1.49×10－8 

②航空路を巡航中の落下事故 8.39×10－9 

2）有視界飛行方式民間航空機の落下事故 1.73×10－8 

3）自衛隊機又は 

米軍機の落下事故 

①訓練空域内で訓練中及び 

訓練空域外を飛行中の落下事故 
4.28×10－8 

②基地－訓練空域間往復時の 

落下事故 
－＊ 

合計 約 8.4×10－8 

注記＊：－は対象外 

 

以 上  

 



別紙 2 
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島根原子力発電所付近の空港と発電所との距離について 

発電所名称 

及び号機 
空港名 

発電所との

距離＊1 

空港と空港

の最大離着

陸地点まで

の距離＊2 

判定 備考 

島根 

原子力発電所 

第２号機 

出雲空港 約 17km 
約 28km 

(約 15NM） 
対象 別紙 2－1 

米子空港 約 22km 
約 43km 

（約 23NM） 
対象 別紙 2－2 

注記＊1：施設と空港の経度，緯度より計測した。 

＊2：航空路誌（ＡＩＰ）を参照した。 

 



別紙 2－1 
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空港と空港の最大離着陸地点までの距離（出雲空港） 

「ＡＩＰ ＪＡＰＡＮ」より抜粋 

最大離着陸地点 



別紙 2－2 
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空港と空港の最大離着陸地点までの距離（米子空港） 

「ＡＩＰ ＪＡＰＡＮ」より抜粋 

最大離着陸地点 
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島根原子力発電所周辺の航空路と各航空路の幅について 

号機 周辺航空路名称 

航空路の中心

線と発電所間

の距離＊1 

片側の 

航空路幅＊2 
判定 備考 

第２号機 

航空路 

V29（IZUMO(XZE)-DOZEN） 
約 3.1km ７km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Z16（MIHO(JET)-SPIDR） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y14（MIHO(JET)-DRIPS） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y14（MIHO(JET)-HALNA） 
約 5.9km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y45（MIHO(JET)-SAKYU） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y45(MIHO(JET)-KYOKA) 
約 8.0km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y22（MIHO(JET)-TRUGA） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y18（MIHO(JET)-RAKDA） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y38（MIHO(JET)-TSUNO） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y38（MIHO(JET)-STAGE） 
約 0.53km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y361（MIHO(JET)-TONBI） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y39（MIHO(JET)-YUBAR） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y287（MIHO(JET)-SOUJA） 
約 8.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y206（MIHO(JET)-YAKMO） 
約 1.7km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y597（MIHO(JET)-PEPOS） 
約 3.9km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

RNAV 経路 

Y332（MIHO(JET)-KAPPA） 
約 8.4km 約 9.3km 対象 

別紙 

3－1 

注記＊1：施設と空港の経度，緯度より計測した。 

＊2：航空路については，「航空路の指定に関する告示」を参照した。ＲＮＡＶ航路に

ついては，「飛行方式設定基準」に基づく航法精度を航空路の幅とみなして用い

た。（1NM＝1.852km として換算） 
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島根原子力発電所，美保航空自衛隊基地と訓練空域との位置関係 

航空路誌（令和元年 6月 20 日改訂版） 

（「ＡＩＰ ＪＡＰＡＮ（Effective date:2019/7/18）」における 

訓練空域の座標に基づき作成） 
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航空機落下確率評価に係る標的面積（島根原子力発電所） 

 

第２号機 

面積（km2） 炉心，使用済燃料プール 

及び原子炉の安全停止（炉心

冷却も含む。）に必要な設備 

備  考 
水平面積 投影面積 

原子炉建物 0.006258 

0.022304＊1 

・炉心 

・燃料プール 

・主要な安全系機器 

＊1： 

 3 つの建物

を包含する 1

つの建物とし

て投影面積を

算出 

タービン建物 0.007799 

・原子炉補機海水系（配管，電

路） 

・高圧炉心スプレイ補機海水

系（配管，電路） 

・Ａ，ＨＰＣＳ－非常用ディー

ゼル発電機燃料移送ポンプ

（配管，電路） 

（別紙 5－1参照） 

廃棄物処理建物 0.003015 

・補助盤室 

・バッテリ室 

・計装用電気室 

・中央制御室換気系 

制御室建物 

(共用)＊2 
0.000756 0.000945 ・中央制御室 

＊2： 

 １号機，２

号機合計 

取水槽 0.001337 0.001337＊3 

・原子炉補機海水系（ポンプ，

配管，ストレーナ） 

・高圧炉心スプレイ補機海水

系（ポンプ，配管，ストレー

ナ） 

＊3： 

 地上に対象

施設が無いた

め投影面積は

水平面積と同

じ 

合 計 

（標的面積） 
0.01917 0.02459  
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国内での離着陸回数及び延べ飛行距離 

 

1. 国内での離着陸回数 

  国内での離着陸回数のデータは，表 1のとおり「航空機落下事故に関するデータ（平成

11～30 年）」（令和 3 年 2 月 原子力規制庁）の民間航空機（大型固定翼機，計器飛行方

式）の離着陸回数の値とする。 

 

表 1 離着陸回数 

 国内線（回） 国際線（回） 合計（回） 

平成 11 年 1,189,856 252,902 1,442,758 

平成 12 年 1,321,910 260,816 1,582,726 

平成 13 年 1,343,192 261,576 1,604,768 

平成 14 年 1,367,468 279,976 1,647,444 

平成 15 年 1,399,700 275,410 1,675,110 

平成 16 年 1,397,124 313,204 1,710,328 

平成 17 年 1,418,292 333,094 1,751,386 

平成 18 年 1,481,264 341,074 1,822,338 

平成 19 年 1,483,448 355,416 1,838,864 

平成 20 年 1,467,684 358,134 1,825,818 

平成 21 年 1,432,724 336,198 1,768,922 

平成 22 年 1,432,748 348,972 1,781,720 

平成 23 年 1,431,040 354,322 1,785,362 

平成 24 年 1,539,914 388,538 1,928,452 

平成 25 年 1,643,536  395,086  2,038,622  

平成 26 年 1,686,160  428,202  2,114,362  

平成 27 年 1,689,272  477,100  2,166,372  

平成 28 年 1,679,378  533,560  2,212,938  

平成 29 年 1,691,244 564,744 2,255,988 

平成 30 年 1,690,008 588,942 2,278,950 

合計 29,785,962 7,447,266 37,233,228 
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2. 延べ飛行距離 

  延べ飛行距離のデータは，表 2 のとおり「航空機落下事故に関するデータ（平成 11～

30 年）」（令和 3 年 2 月 原子力規制庁）の民間航空機（大型固定翼機，計器飛行方式）

の延べ飛行距離の値とする。 

 

表 2 延べ飛行距離 

 国内線（km） 国際線（km） 合計（km） 

平成 11 年 459,941,610 3,000,000 462,941,610 

平成 12 年 480,695,802 3,000,000 483,695,802 

平成 13 年 489,782,465 3,000,000 492,782,465 

平成 14 年 498,480,635 3,500,000 501,980,635 

平成 15 年 519,275,755 3,500,000 522,775,755 

平成 16 年 517,051,659 3,900,000 520,951,659 

平成 17 年 527,104,292 3,700,000 530,804,292 

平成 18 年 555,392,832 3,700,000 559,092,832 

平成 19 年 559,616,583 3,800,000 563,416,583 

平成 20 年 554,535,973 3,800,000 558,335,973 

平成 21 年 544,494,742 3,600,000 548,094,742 

平成 22 年 548,444,056 3,600,000 552,044,056 

平成 23 年 554,156,367 3,400,000 557,556,367 

平成 24 年 607,933,799 3,600,000 611,533,799 

平成 25 年 656,587,038  3,700,000 660,287,038  

平成 26 年 678,832,124  3,800,000 682,632,124  

平成 27 年 681,945,100  3,900,000 685,845,100  

平成 28 年 682,890,250  4,200,000 687,090,250  

平成 29 年 689,723,341 4,400,000 694,123,341 

平成 30 年 690,566,330 4,600,000 695,166,330 

合計 11,497,450,753 73,000,000 11,570,450,753 



別紙 7 
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評価対象となる航空路の飛行回数 

（飛行回） 

東京航空交通管制部 
ピークデイ＊1 

平成 30 年上半期 
（H30.6.6） 

交通量 

平成 30 年下半期 
（H30.8.7） 

交通量 

評価に用いる 
数値＊2 

航空路 

V29（IZUMO(XZE)-DOZEN） 
1 1 

上半期合計：1便 
下半期合計：1便 

1×365 日＝ 
365 便／年間 

RNAV 経路 

Z16（MIHO(JET)-SPIDR） 
2 4 

上半期合計：469 便 
下半期合計：512 便 

512×365 日＝ 
186,880 便／年間 

RNAV 経路 

Y14（MIHO(JET)-DRIPS） 
77 88 

RNAV 経路 

Y14（MIHO(JET)-HALNA） 
76 75 

RNAV 経路 

Y45（MIHO(JET)-SAKYU） 
43 52 

RNAV 経路 

Y45(MIHO(JET)-KYOKA) 
35 45 

RNAV 経路 

Y22（MIHO(JET)-TRUGA） 
7 7 

RNAV 経路 

Y18（MIHO(JET)-RAKDA） 
20 16 

RNAV 経路 

Y38（MIHO(JET)-TSUNO） 
10 13 

RNAV 経路 

Y38（MIHO(JET)-STAGE） 
23 29 

RNAV 経路 

Y361（MIHO(JET)-TONBI） 
75 73 

RNAV 経路 

Y39（MIHO(JET)-YUBAR） 
3 3 

RNAV 経路 

Y287（MIHO(JET)-SOUJA） 
0 0 

RNAV 経路 

Y206（MIHO(JET)-YAKMO） 
32 41 

RNAV 経路 

Y597（MIHO(JET)-PEPOS） 
66 66 

RNAV 経路 

Y332（MIHO(JET)-KAPPA） 
0 0 

注記＊1：国土交通省航空局に問合せ入手したデータ。ここで，ピークデイとは，東京航

空交通管制部が全体として取り扱った交通量が半年間で最も多かった日のこと

であり，当該経路における交通量が半年間で最も多かった日とは必ずしも一致

しない。 

＊2：航空路及びＲＮＡＶ経路それぞれについて，上半期の合計値と下半期の合計値

を比較し，大きいものを評価に用いた。
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航空機落下事故に関するデータの更新による影響について 

 

1. はじめに 

発電所敷地内への航空機落下確率については，設置（変更）許可申請時及び工事計画認

可申請時の最新データである「航空機落下事故に関するデータ（平成11～30年）（令和3年

2月 原子力規制庁）」に基づき評価を行っている。 

今般，「航空機落下事故に関するデータ（平成13～令和2年）（令和5年3月 原子力規制

庁）」が取りまとめられたことを受け，当該データに基づく航空機落下確率の評価を実施

し，その影響について確認した。 

 

2. 航空機落下事故等のデータ更新による影響 

当該データ＊ を用いた航空機落下確率は約9.6×10－8（回/炉・年）であり，防護設計の

要否を判断する基準を超えるような変更がないことを確認した。 

注記＊：航空機落下事故に関するデータ（平成13～令和2年）（令和5年3月 原子力規制

庁） 
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3. 航空機落下確率評価結果 

(1) 計器飛行方式民間航空機の落下事故 

a. 飛行場での離着陸時における落下事故 

𝑃𝑑,𝑎 = 𝑓𝑑,𝑎・𝑁𝑑,𝑎・𝐴・𝛷𝑑,𝑎(𝑟, 𝜃) 

𝑃𝑑,𝑎：対象施設への離着陸時の航空機落下確率（回／年） 

𝑁𝑑,𝑎：当該飛行場での対象航空機の年間離着陸回数（離着陸回／年） 

𝐴：原子炉施設の標的面積（落下時に原子炉施設が影響を受ける建物の面積）（km2） 

𝛷𝑑,𝑎(𝑟, 𝜃)：離着陸時の事故における落下地点確率分布関数（／km2） 

𝑓𝑑,𝑎 = 𝐷𝑑,𝑎／𝐸𝑑,𝑎：対象航空機の国内での離着陸時事故率（回／離着陸回） 

𝐷𝑑,𝑎：国内での離着陸時事故件数（回） 

𝐸𝑑,𝑎：国内での離着陸回数（離着陸回） 

 

表 1 航空機落下確率評価（計器方式民間航空機（飛行場での離着陸時）） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

飛行場 出雲空港 米子空港 

発電所からの距離 約 17km 約 22km 

滑走路方向に対する角度 約 26° 約 42° 

最大離着陸距離＊1 約 28km（約 15NM） 約 43km（約 23NM） 

𝑁𝑑,𝑎
＊2 13,672 6,156 

𝐴＊3 0.02459 

𝛷𝑑,𝑎(𝑟, 𝜃) 7.02×10－4 2.63×10－4 

𝑓𝑑,𝑎
＊4 2／37,956,682＝5.27×10－8 

𝑃𝑑,𝑎 1.46×10－8 

注記＊1：ＡＩＰ ＪＡＰＡＮのアプローチチャートより求めた。（別紙 2） 

＊2：「令和元年（平成 31年）空港管理状況調書」（国土交通省）にある飛行場別着陸回

数を離陸回数とし，その和を飛行場別離着陸回数とした。 

＊3：離着陸時の標的面積は，別紙 5のとおり。 

＊4：離着陸時の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2 年）」

（令和 5年 3月 原子力規制庁）による。 

離着陸回数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2 年）」（令和 5

年 3月 原子力規制庁）による。（別紙 9） 
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b. 航空路を巡航中の落下事故 

𝑃𝑐 =
𝑓𝑐・𝑁𝑐・𝐴

𝑊
 

𝑃𝑐：対象施設への巡航中の航空機落下確率（回／年） 

𝑁𝑐：評価対象とする航空路等の年間飛行回数（飛行回／年） 

𝐴 ：原子炉施設への標的面積（km2） 

𝑊：航空路幅（km） 

𝑓𝑐 = 𝐺𝑐／𝐻𝑐：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率（回／（飛行回・km）） 

𝐺𝑐：巡航中事故件数（回） 

𝐻𝑐：延べ飛行距離（飛行回・km） 

 

表 2 航空機落下確率評価（計器飛行方式民間航空機（航空路を巡航中）） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

対象航空路＊1 V29 
Z16,Y14,Y45,Y22,Y18,Y38,Y361,

Y39,Y287,Y206,Y597,Y332 

𝑁𝑐
＊2 

365 

(H30 年データ) 

186,880 

(H30 年データ) 

𝐴＊3 0.01917 

𝑊＊4 14 18.52 

𝑓𝑐
＊5 0.5／11,814,093,990＝4.23×10－11 

𝑃𝑐 8.21×10－9 

注記＊1：ＡＩＰ ＪＡＰＡＮのエンルートチャートにより確認（別紙 3） 

＊2：国土交通省航空局への問合せ結果（ピークデイの値）を 365 倍した値（別紙 7） 

＊3：標的面積は，別紙 5のとおり。 

＊4：航空路については，「航空路の指定に関する告示」を参照した。ＲＮＡＶ航路につ

いては，「飛行方式設定基準」に基づく航法精度を航空路の幅とみなして用いた。

（1NM＝1.852km として換算） 

＊5：巡航中の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2年）」（令

和 5年 3月 原子力規制庁）によるが，件数が 0件のため，保守的に 0.5 件とし

た。 

   延べ飛行距離は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2 年）」（令和

5年 3月 原子力規制庁）による。（別紙 9） 
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(2) 有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

𝑃𝑣 =
𝑓𝑣

𝑆𝑣
(𝐴・𝛼) 

𝑃𝑣：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

𝑓𝑣：単位年当たりの落下事故率（回／年） 

𝑆𝑣：全国土面積（km2） 

𝐴 ：原子炉施設の標的面積（km2） 

𝛼 ：対象航空機の種類による係数 

 

表 3 航空機落下確率評価（有視界飛行方式民間航空機） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

𝑓𝑣
＊1 

大型固定翼機 0.5／20＝0.025 

小型固定翼機  22／20＝1.100 

大型回転翼機   1／20＝0.050 

小型回転翼機  17／20＝0.850 

𝑆𝑣
＊2 372,973 

𝐴＊3 0.01917 

𝛼＊4 
大型固定翼機，大型回転翼機：１ 

 小型固定翼機，小型回転翼機：0.1 

𝑃𝑣 1.39×10－8 

注記＊1：有視界飛行方式民間航空機の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成

13～令和 2年）」（令和 5年 3月 原子力規制庁）による。なお，大型固定翼機の

事故件数は，0件であるため，保守的に 0.5 件とした。 

＊2：「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2 年）」（令和 5 年 3 月 原子力

規制庁）の値を用いた。 

＊3：標的面積は，別紙 5のとおり。 

＊4：「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率の評価基準について（内規）」の値を

用いた。 
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(3) 自衛隊機又は米軍機の落下事故（訓練空域外を飛行中の落下事故） 

𝑃𝑠𝑜 =
𝑓𝑠𝑜

𝑆𝑜
・A 

𝑃𝑠𝑜：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率（回／年） 

𝑓𝑠𝑜：単位年当たりの訓練空域外落下事故率（回／年） 

𝑆𝑜 ：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除いた面積（km2） 

𝐴  ：原子炉施設の標的面積（km2） 

 

表 4 航空機落下確率評価（自衛隊機又は米軍機（訓練空域外を飛行中）） 

発電所名称及び 

号機 

パラメータ 

島根原子力発電所第２号機 

𝑓𝑠𝑜
＊1 

自衛隊機 15／20＝0.750 

米軍機    4／20＝0.200 

𝑆𝑜
＊2 

自衛隊機 294,779 

米軍機   372,464 

A＊3 0.01917 

𝑃𝑠𝑜 5.91×10－8 

注記＊1：自衛隊機及び米軍機の事故件数は，「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～

令和 2年）」（令和 5年 3月 原子力規制庁）による。 

＊2：「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～令和 2 年）」（令和 5 年 3 月 原子力

規制庁）の値を用いた。 

＊3：標的面積は，別紙 5のとおり。 

  



 

 

27 

以上より，島根原子力発電所第２号機における航空機落下確率は，表 5のとおり計器

方式民間航空機の落下確率，有視界飛行方式民間航空機の落下確率及び訓練空域外を

飛行中の自衛隊又は米軍機の落下確率の和として算定され，保守的に有効数字 3 桁目

を切り上げ，約 9.6×10－8（回/炉・年）となる。 

 

表 5 航空機落下確率の合計値 

評価対象事故 
航空機落下確率 

（回/炉・年） 

1）計器飛行方式 

民間航空機の 

落下事故 

①飛行場での離着陸時における 

落下事故 
1.46×10－8 

②航空路を巡航中の落下事故 8.21×10－9 

2）有視界飛行方式民間航空機の落下事故 1.39×10－8 

3）自衛隊機又は 

米軍機の落下事故 

①訓練空域内で訓練中及び 

訓練空域外を飛行中の落下事故 
5.91×10－8 

②基地－訓練空域間往復時の 

落下事故 
－＊ 

合計 約 9.6×10－8 

注記＊：－は対象外 

 

以 上 



別紙 9 
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国内での離着陸回数及び延べ飛行距離 

 

1. 国内での離着陸回数 

  国内での離着陸回数のデータは，表 1のとおり「航空機落下事故に関するデータ（平成

13～令和 2年）」（令和 5年 3月 原子力規制庁）の民間航空機（大型固定翼機，計器飛行

方式）の離着陸回数の値とする。 

 

表 1 離着陸回数 

 国内線（回） 国際線（回） 合計（回） 

平成 13 年 1,343,192 261,576 1,604,768 

平成 14 年 1,367,468 279,976 1,647,444 

平成 15 年 1,399,700 275,410 1,675,110 

平成 16 年 1,397,124 313,204 1,710,328 

平成 17 年 1,418,292 333,094 1,751,386 

平成 18 年 1,481,264 341,074 1,822,338 

平成 19 年 1,483,448 355,416 1,838,864 

平成 20 年 1,467,684 358,134 1,825,818 

平成 21 年 1,432,724 336,198 1,768,922 

平成 22 年 1,432,748 348,972 1,781,720 

平成 23 年 1,431,040 354,322 1,785,362 

平成 24 年 1,539,914 388,478 1,928,392 

平成 25 年 1,643,536  395,086  2,038,622  

平成 26 年 1,686,160  428,202  2,114,362  

平成 27 年 1,689,272  477,100  2,166,372  

平成 28 年 1,679,378  533,560  2,212,938  

平成 29 年 1,691,244 564,744 2,255,988 

平成 30 年 1,690,008 588,942 2,278,950 

令和元年 1,719,570 628,380 2,347,950 

令和 2年 1,178,346 222,702 1,401,048 

合計 30,172,112 7,784,570 37,956,682 
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2. 延べ飛行距離 

  延べ飛行距離のデータは，表 2 のとおり「航空機落下事故に関するデータ（平成 13～

令和 2 年）」（令和 5 年 3 月 原子力規制庁）の民間航空機（大型固定翼機，計器飛行方

式）の延べ飛行距離の値とする。 

 

表 2 延べ飛行距離 

 国内線（km） 国際線（km） 合計（km） 

平成 13 年 489,782,465 3,000,000 492,782,465 

平成 14 年 498,480,635 3,500,000 501,980,635 

平成 15 年 519,275,755 3,500,000 522,775,755 

平成 16 年 517,051,659 3,900,000 520,951,659 

平成 17 年 527,104,292 3,700,000 530,804,292 

平成 18 年 555,392,832 3,700,000 559,092,832 

平成 19 年 559,616,583 3,800,000 563,416,583 

平成 20 年 554,535,973 3,800,000 558,335,973 

平成 21 年 544,494,742 3,600,000 548,094,742 

平成 22 年 548,444,056 3,600,000 552,044,056 

平成 23 年 554,156,367 3,400,000 557,556,367 

平成 24 年 607,933,799 3,600,000 611,533,799 

平成 25 年 656,587,038  3,700,000 660,287,038  

平成 26 年 678,832,124  3,800,000 682,632,124  

平成 27 年 681,945,100  3,900,000 685,845,100  

平成 28 年 682,890,250  4,200,000 687,090,250  

平成 29 年 689,723,341 4,400,000 694,123,341 

平成 30 年 690,566,330 4,600,000 695,166,330 

令和元年 703,720,834 4,700,000 708,420,834 

令和 2年 479,559,815 2,100,000 481,659,815 

合計 11,740,093,990 74,000,000 11,814,093,990 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

3.  建築基準法における自然現象の組合せによる 

荷重の考え方について 
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3. 建築基準法における自然現象の組合せによる荷重の考え方について 

 

建築基準法施行令における荷重の考え方を表 3-1 に示す。 

組合せは，一般には短期においてのみであり，固定荷重と積載荷重に組み合わせる自然現象

による荷重は単独の「積雪」，「風」，「地震」である。 

また，それらを組み合わせることはない。 

 

表 3-1 建築基準法施行令からの抜粋 

力の種類 
荷重及び外力について

想定する状態 
一般の場合 

第 86条第２項ただし書の規

定により特定行政庁が指定す

る多雪区域における場合 

長期に生ずる力 
常時 

Ｇ＋Ｐ 
Ｇ＋Ｐ 

積雪時 Ｇ＋Ｐ＋0.7Ｓ 

短期に生ずる力 

積雪時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓ 

暴風時 Ｇ＋Ｐ＋Ｗ Ｇ＋Ｐ＋0.35Ｓ＋Ｗ 

地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｋ Ｇ＋Ｐ＋0.35Ｓ＋Ｋ 

ここで， Ｇ：第 84条に規定する固定荷重によって生ずる力 

Ｐ：第 85条に規定する積載荷重によって生ずる力 

Ｓ：第 86条に規定する積雪荷重によって生ずる力 

Ｗ：第 87条に規定する風圧力によって生ずる力 

Ｋ：第 88条に規定する地震力によって生ずる力 

 

島根原子力発電所は該当しないが，建築基準法では，その地方における垂直積雪量が１mを

超える場合又は 1 年ごとの積雪の継続時間が 30 日を超える場合は，管轄の特定行政庁が規定

でその地方を多雪区域に指定するとともに，その地方における積雪荷重を規定している。一方，

島根原子力発電所が存在する多雪区域指定のない地域においては，暴風時及び地震時の積雪荷

重に関する組合せを考慮する必要はないとされている。 

建築物の構造計算に当たって考慮すべき積雪荷重として，次の４つの状態が設定されてい

る。＊ 

 

① 短期に発生する積雪状態 

この状態に対する積雪荷重は，短期積雪荷重と呼ばれており，冬季の最大積雪としてお

おむね３日程度の継続期間を想定した 50 年再現期待値として設定される値である。 

 

② 長期に発生する積雪状態 

この状態に対する積雪荷重は，長期積雪荷重と呼ばれ，おおむね３か月程度の継続期間

を想定したものである。この荷重は多雪区域における建築物の構造計算を行うときにのみ

用いられる荷重であり，その値は短期積雪荷重の 0.7 倍である。 
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③ 冬季の平均的な積雪状態 

この状態は，多雪区域において積雪時に強い季節風等の暴風又は地震に襲われたときに

想定するものである。この場合の荷重・外力を「主の荷重」と「従の荷重」に区分すると，

風圧力又は地震力を「主の荷重」，積雪荷重を「従の荷重」とみなすことができる。「従の

荷重」として想定する積雪はその地方における冬季の平均的な積雪で，①項の短期積雪荷

重の 0.35 倍である。 

 

④ 極めて稀に発生する積雪状態 

この状態に対する積雪荷重は，構築物が想定すべき最大級の荷重として，①項の短期積

雪荷重の 1.4 倍である。 

 

注記＊：「2007 年版 建築物の構造関係技術基準解説書」（平成 19 年 8 月 国土交通省

住宅局建築指導課ほか） 
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＜参考＞建築基準法における垂直積雪荷重及び基準風速について 

 

1. 垂直積雪量 

建築基準法における積雪荷重は，建築基準法施行令第八十六条により，国土交通大臣が定

める基準（建設省告示第1455号）に基づいて特定行政庁が規則で定める垂直積雪量を積雪の

単位荷重に乗じて計算することとされている。 

松江市建築基準法施行細則において，地域毎に建築場所の標高に応じた設計積雪量が定

められている。島根原子力発電所の立地地域である松江市鹿島町において，発電所の安全

施設が設置されている地盤レベルである標高 8.5m～50.0m の設計積雪量は，70cm～85cm で

ある。 

 

（建築基準法施行令から抜粋） 

 

 

（松江市建築基準法施行細則からの抜粋） 

 

（積雪荷重） 

第八十六条 積雪荷重は、積雪の単位荷重に屋根の水平投影面積及びその地方におけ

る垂直積雪量を乗じて計算しなければならない。 

２ 前項に規定する積雪の単位荷重は、積雪量一センチメートルごとに一平方メート

ルにつき二十ニュートン以上としなければならない。ただし、特定行政庁は、規則

で、国土交通大臣が定める基準に基づいて多雪区域を指定し、その区域につきこれ

と異なる定めをすることができる。 

３ 第一項に規定する垂直積雪量は、国土交通大臣が定める基準に基づいて特定行政

庁が規則で定める数値としなければならない。 

（積雪荷重） 

第13条 政令第86条第3項の市長が定める垂直積雪量は、次の表の区域の区分に応じた

算式により得た数値とする。 

区域 垂直積雪量算式 

鹿島町 （L－ 22） ×0.0036＋ 0.74 

島根町 （L－ 4） ×0.0036＋ 0.70 

美保関町 （L－ 6） ×0.0036＋ 0.69 

八雲町 （L－ 31） ×0.0036＋ 0.60 

玉湯町 （L－ 3） ×0.0036＋ 0.56 

宍道町 （L－ 3） ×0.0036＋ 0.54 

八束町 （L－ 17） ×0.0036＋ 0.55 

東出雲町 （L－ 3） ×0.0036＋ 0.53 

その他の区域 （L－ 17） ×0.0036＋ 0.63 

この表において、Lは建築場所の標高（単位メートル）を表すものとする。 
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2. 基準風速 

建築基準法における風圧力（単位面積あたりの風荷重）は，建築基準法施行令第八十七条

により，その地方における過去の記録に基づく風害の程度その他の風の性状に応じて定めら

れる基準風速Ｖ０の二乗に比例する風力係数を乗じて計算することとされている。 

建設省告示第 1454 号より，島根原子力発電所が立地する松江市の基準風速は 30m/s であ

る。 

 

（建築基準法施行令から抜粋） 

 

 

（平成12年5月31日建設省告示第1454号から抜粋） 

 

 

 

 

（風圧力） 

第八十七条 風圧力は、速度圧に風力係数を乗じて計算しなければならない。 

２ 前項の速度圧は、次の式によつて計算しなければならない。 

ｑ＝０．６Ｅ・Ｖ０
２ 

（この式において、ｑ、Ｅ及びＶ０は、それぞれ次の数値を表すものとする。 

ｑ 速度圧（単位 一平方メートルにつきニュートン） 

Ｅ 当該建築物の屋根の高さ及び周辺の地域に存する建築物その他の工作物、樹木

その他の風速に影響を与えるものの状況に応じて国土交通大臣が定める方法により

算出した数値 

Ｖ０ その地方における過去の台風の記録に基づく風害の程度その他の風の性状に

応じて三十メートル毎秒から四十六メートル毎秒までの範囲内において国土交通大

臣が定める風速（単位 メートル毎秒）） 

 

第 2 令第 87 条第 2 項に規定するＶ０は、地方の区分に応じて次の表に掲げる数値と

する。 

(1) (2)から (9)までに掲げる地方以外の地方  30 

(2) 島根県のうち  

益 田 市  美 濃 郡 の う ち 匹 見 町  鹿 足 郡 の う ち 日 原 町  

隠岐郡 

32 

(3) 島根県のうち  

鹿足郡のうち津和野町、柿木村及び六日市町  

34 

(4)～(9)：島根県内該当なし 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

4. 降水について 
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4. 降水について 

 

4.1 設計基準降水量の設定 

設計基準降水量の設定は，以下の(1)及び(2)を参照し，最大１時間降水量のうち最も保

守的となる値を採用する。 

 

(1) 規格・基準類 

降水に対する排水施設の規格・基準として，森林法に基づく林地開発許可に関する審

査基準等を示した島根県林地開発行為審査基準細則においては，排水施設の設計にあた

って用いる設計降雨強度として10年確率で規定される降雨強度を用いることとしてい

る。島根県により，島根県内の降雨強度表が示されており，発電所敷地が適用範囲内と

なる観測所「松江」における降雨強度は継続時間60分の場合56mm/hである。 

 

(2) 観測記録 

気象庁の気象統計情報における降水量の観測記録によれば，敷地に最も近い気象官署

である松江地方気象台（松江市）で観測された観測史上１位の日最大１時間降水量は 

77.9mm/h（1944年８月25日）である。 

 

以上より，設計基準降水量は，保守的に最も降水量が大きい(2)観測記録における日最

大１時間降水量である77.9mm/hとする。 

 

4.2. 安全施設の健全性評価 

安全施設が，「4.1 設計基準降水量の設定」にて設定した設計基準降水量によって，安

全機能を損なうことのない設計であることを評価・確認するため，降水による浸水及び荷

重が安全施設に作用した場合の影響について評価し，安全機能が維持されることを確認し

た。 

本評価における基本的な考え方は，以下のとおり。 

 

(1) 安全施設のうち安全重要度分類のクラス１，クラス２及び安全評価上その機能に期

待するクラス３に属する構築物，系統及び機器について，以下の①又は②に分類のう

え，評価を実施し，安全機能が維持できることを確認した。 

①建物内に設置されている設備については，設計基準降水量の降水による浸水に対し，

構内排水施設を設けて海域に排水及び浸水防護措置を行い，また，荷重に対して，

排水口及び構内排水路による海域への排水によって，安全機能を維持できることを

確認した（別紙１）。 

②建物外に設置されている設備については，設計基準降水量の降水による浸水及び荷

重が作用した場合においても，安全機能を維持できることを確認した。 
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(2) 上記以外の安全施設については，降水に対して機能維持する，又は，降水による損

傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，若しくは安全上支障の

ない期間での修復等の対応が可能な設計とすることにより，安全機能を維持できる

場合には影響評価完了とする（別紙１）。 
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別紙１ 

 

降水に対する影響評価について 

 

1. 概要 

1.1 評価概要 

降雨が継続した場合の敷地への影響について確認する。 

評価に用いる降雨は，松江における既往最大の日最大１時間降水量とする。また，日本

全国の日最大１時間降水量の最大値についても評価を行う。 

 

1.2 評価フロー 

本評価においては，考慮する降雨の降雨強度を設定し，雨水流出量と，発電所構内の排

水設備の排水量を比較し，降雨の影響を評価する。 

図１に，評価フローを示す。 

 

図１ 降水に対する影響評価フロー 

 

降雨強度の設定 

雨水流出量の算定 

構内排水設備の 

排水量の算定 

雨水流出量と構内排水設備の排

水量との比較評価 
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2. 降水の集水範囲 

発電所構内に流入する降水の集水範囲は，図２のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 降水の集水範囲 

 

3. 構内排水設備 

発電所構内には，図３のとおり構内排水設備が配置されており，海域へ排水する排水設備

を対象として，排水流量計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 構内排水設備 
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4. 雨水流出量及び排水量の算定方法 

4.1 降雨強度 

降雨強度は，島根原子力発電所が立地する松江市の松江地方気象台における日最大１時

間降水量の77.9mm/hとする。 

また，表１に示す日本全国の日最大１時間降水量の最大値の153mm/hを用いた評価につ

いても行う。 

 

表１ 日本全国の日最大１時間降水量の最大値 

都道府県 地点 観測年月日 観測値（mm/h） 

千葉県 香取 1999年10月27日 
153 

長崎県 長浦岳 1982年７月23日 

 

4.2 雨水流出量 

雨水流出量は，林地開発許可申請の手引き（平成12年４月 島根県農林水産部森林整備

課）に準拠し，以下の合理式により算出した。 

Ｑ=
1

360
∙ｆ∙Ｉ∙Ａ 

 

ここで，Ｑ：雨水流出量（m3/s） 

    ｆ：流出係数 

    Ｉ：降雨強度（mm/h） 

    Ａ：流域面積（ha） 

 

流出係数ｆは，島根県林地開発行為審査基準細則に準拠し，表２による。 

 

表２ 流出係数ｆ 

 

採用値は以下のとおり。 

 林  地   ｆ＝0.7 

 草  地   ｆ＝0.7 

 建物・舗装部 ｆ＝1.0 
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4.3 排水量 

排水量の算定は，林地開発許可申請の手引き（平成12年４月 島根県農林水産部森林整

備課）に準拠し，マニング式により実施した。 

Ｖ=
1

ｎ
∙Ｒ

2 3⁄
∙ｉ

1 2⁄
 

Ｑ'=Ａ∙Ｖ 

ここで，Ｖ ：流速（m/s） 

ｎ ：粗度係数 

Ｒ ：径深（m）＝Ａ/Ｐ 

Ａ ：通水断面積（m2） 

Ｐ ：潤辺（m） 

ｉ ：水路勾配 

Ｑ'：排水量（m3/s） 

 

粗度係数ｎは，開発許可制度の手引き（技術編）（平成19年11月 島根県土木部都市計

画課）及び林地開発許可申請の手引き（平成12年４月 島根県農林水産部森林整備課）に

準拠し，表３による。 

 

表３ 粗度係数ｎ 
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5. 降水の影響評価 

5.1 松江市の日最大１時間降水量に対する影響評価結果 

表４のとおり，日最大１時間降水量（77.9mm/h）に対して，排水能力を有していること

を確認した。なお，水路A-2は，図４に示すとおり水路A-1の超過分の雨水流出量を，１号

機放水口を経て海域に排水する水路である。 

 

表４ 影響評価結果（降雨強度77.9mm/h） 

水路 
集水面積 

（ha） 

雨水流出量 

Ｑ（m3/s） 
排水設備 

排水量 

Ｑ'（m3/s） 

安全率 

（Ｑ'/Ｑ） 

A-1 
21.03 5.40 

ﾋｭｰﾑ管φ1500 6.23 
1.49 

A-2 VS 側溝 B=1000,H=700 1.84 

B 1.01 0.22 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 10.95 

C 0.55 0.12 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 20.08 

D 0.69 0.15 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 16.07 

E 41.06 7.55 BOX2000×2000 16.44 2.18 

 

 

 

図４ 水路A-1, A-2断面図 

 

水路 A-1 

水路 A-2 

HPφ1,500 
I=0.8% 

図４(a) 縦断面図 図４(b) S-S 断面図 

水路 A-2 

水路 A-1 

流下方向 

流下方向 

水路 A-1 の排水量を 
超える場合の水面 

排水桝 

敷地面 

水路 A-1 の排水量 
以下の場合の水面 

S
 

S
 

VS 側溝 H=700 
I=0.7% 

流下方向 

開水路 
B=1,100 
H=800 
I=6 % 



 

 

8 

5.2 日本全国の日最大１時間降水量の最大値に対する影響評価結果 

表５のとおり，日本全国の日最大１時間降水量の最大値（153mm/h）に対して，１箇所

（水路A-2）で溢水することを確認したが，表６及び図５のとおり，隣接する水路Bによる

排水を考慮することにより，余裕をもって排水可能であることを確認した。 

 

表５ 降雨強度153mm/hに対する影響評価結果 

水路 
集水面積

（ha） 

雨水流出量 

Ｑ（m3/s） 
排水設備 

排水量 

Ｑ'（m3/s） 

安全率 

（Ｑ'/Ｑ） 

溢水量  

(Ｑ)-(Ｑ')(m3/s) 

A-1 

21.03 9.13 

ﾋｭｰﾑ管φ1500 6.23 

0.88 1.06 

A-2 
VS 側溝 
B=1000,H=700 

1.84 

B 1.01 0.43 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 5.60 － 

C 0.55 0.23 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 10.47 － 

D 0.69 0.29 ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 8.31 － 

E 41.06 14.83 
BOX 
2000×2000 

16.44 1.11 － 

 

 

表６ 降雨強度153mm/hに対する影響評価結果（隣接する水路Bを考慮した場合） 

水路 
集水面積 

（ha） 

雨水流出量 

Ｑ（m3/s） 
排水設備 

排水量 

Ｑ'（m3/s） 

安全率 

（Ｑ'/Ｑ） 

A－1 
21.03 8.07＊１ 

ﾋｭｰﾑ管φ1500 6.23 
1.00 

A－2 VS 側溝 B=1000,H=700 1.84 

B 1.01 1.49＊２ ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 1.62 

C 0.55 0.23   ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 10.47 

D 0.69 0.29   ﾋｭｰﾑ管φ800 2.41 8.31 

E 41.06 14.83   BOX2000×2000 16.44 1.11 

注記＊１：9.13m3/s(水路A-1,A-2の雨水流出量)－1.06m3/s (水路A-1,A-2からの溢水量) 

＊２：0.43m3/s (水路Bの雨水流出量) ＋1.06m3/s(水路A-1,A-2からの溢水量) 
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図５ 日本全国の日最大１時間降水量の最大値（153mm/h） 

に対する溢水～排水ルート図 

 

6. 荷重の影響について 

降水による荷重の影響として，原子炉建物等の建物は多量の降水に対しても雨樋により

排水する設計としていることから，滞留水による荷重の影響が及ぶことはない。また，原

子炉補機海水ポンプ等については，降水が滞留する構造ではないことから，滞留水による

荷重の影響が及ぶことはない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

5. 船舶の衝突影響評価について 
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5. 船舶の衝突影響評価について 

 

5.1 敷地前面の航路について 

島根原子力発電所周辺海域の航路としては，北東方向約６km に加賀港から潜戸までの

観光遊覧船が運航している。また，東北東方向約 21km に七類港から隠岐諸島までの高速

船及びフェリーが運航している。発電所はこれらの航路の進行上にはなく，航路までの距

離が離れていることから船舶の進入はない。（図 5-1，図 5-2 参照） 

 

5.2 小型船舶等の衝突による影響 

航路外の船舶として，発電所周辺の船舶の影響評価を実施する。評価対象の船舶として

は，「設置（変更）許可審査まとめ資料 第五条（津波による損傷の防止）」において抽

出した船舶とする。 

「設置（変更）許可審査まとめ資料 第五条（津波による損傷の防止）」では，漂流物

の影響評価において，島根原子力発電所の周辺の漂流物となる可能性のある施設・設備等

の抽出を行っており，構内（港湾内）の船舶として，燃料等輸送船，作業船，貨物船等，

漁船を，構外（港湾外）の船舶として漁船，プレジャーボート，巡視船，引き船，タンカ

ー，貨物船，帆船，作業船を抽出している。 

構内（港湾内）の船舶については，異常気象・海象時，荒天が予測される場合には，必

要に応じて，入港の中止・離岸等の措置を取ることとしていることから，漂流船舶とはな

らないと評価する。 

構外（港湾外）の船舶のうち，巡視船，引き船，タンカー，貨物船，帆船については，

発電所から 3.5km 以遠を航行していうことから，漂流船舶とはならないと評価する。 

構外（港湾外）の船舶のうち漁船，プレジャーボート，作業船については，荒天等によ

り漂流に至るような場合であっても，投錨等の対応を取ることが可能と考えられる。また，

取水口前面には防波堤等があることから，小型船舶が漂流し，構内（港湾内）に侵入する

可能性は極めて低い。仮に取水口側に侵入した場合でも，取水口の上端高さEL－12.5～－

9.5mに対して，朔望平均干潮位（L.W.L）EL－0.02mに小型船舶の喫水約1.5mを考慮しても

船舶の下端はEL－３m程度であることから，取水路の閉塞はない（図5-3，図5-4，図5-5参

照）。 

仮に防波堤が損傷した場合でも，防波堤と２号機の取水口との間には距離があること等

から取水への影響はない。また，小型船舶が防波堤に衝突し沈没した場合においても，取

水口呑口の断面寸法並びに原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系に必要な

通水量及び小型船舶の寸法から，取水への影響はない。（別紙１参照） 
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図 5-1 発電所周辺の主要航路図 

 

  

 

島根原子力発電所 

国土地理院地図を加工して作成 

約 21km 
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御津漁港

片句漁港

手結漁港

恵曇漁港

定置網

設置海域

定置網

設置海域

定置網

設置海域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 発電所周辺の航路及び漁港等の位置 

 

  

 

観光遊覧船航路 

潜戸
くけど
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図 5-3 取水口及び防波堤等の位置 

 

 

図 5-4 取水口～取水ピット平面図 

 

 

図 5-5 取水口～取水ピット断面図  

取水口（西） 

取水口（東） 

▽EL＋8.8m 

 

▽EL＋15.0m 

取水槽 約 40m 取水管 約 140m 

▽EL－9.5m 

▽EL－12.5m 

２号機取水口（東） 

防波堤 

東防波堤 

２号機取水口（西） 

３号機 

２号機 
１号機 
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別紙１ 

 

防波堤等による取水口への影響評価について 

 

仮に防波堤が損傷した場合又は小型船舶が強風等の影響を受け防波堤に衝突し沈没した場

合の取水口への影響について，以下のとおり評価した。 

 

1. 防波堤が損傷した場合について 

防波堤と２号機の取水口との間には最短で約340mの距離があり，防波堤の主たる構成要素

である防波堤ケーソン，消波ブロック，被覆ブロック及び基礎捨石は海水の比重より大きい

ことから，損傷した防波堤が，漂流によって２号機の取水口に到達することはない。 

なお，50kg～500kg程度の基礎捨石については，被覆ブロック等の下層に敷かれているこ

と，２号機の取水口との間に距離があること，港湾内に沈んだ場合においても海底面から取

水口呑口下端まで5.5mの高さがあることを考えると，滑動，転動し，取水口に到達する可能

性は小さいと考えられ，仮に到達するものがあった場合でも，図１に示した取水口呑口の断

面寸法と原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系に必要な通水量を考慮すると，

原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系に必要な取水口及び取水路の通水性に

影響を及ぼさないと考えられる。 

以上より，防波堤が損傷した場合において，原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機

海水系に必要な２号機の取水口及び取水路の通水性に影響を及ぼすことはないものと評価

する。 

 

2. 小型船舶が防波堤に衝突し沈没した場合について 

万一，取水口呑口上部で沈降した場合においても，以下に示す取水口呑口の断面寸法，小

型船舶の寸法＊１並びに原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系に必要な通水量

から，その接近により取水口が閉塞し，原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系

に必要な取水口及び取水路の通水性に影響を及ぼさないと考えられる。 

 

〈作業船の取水路通水性に与える影響に関わる諸元〉 

○取水口呑口断面寸法(図１) 

・高さ：3.0m 

・幅：17m 

○原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系必要通水量 

・通常時（循環水系）の５％未満＊２ 

○作業船寸法(総トン数約10tの作業船代表例) 

・長さ：約10m 

・幅：約4m 

・喫水：約1.5m 
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図１ 取水口呑口概要図 

 

以上より，小型船舶が防波堤に衝突し沈没した場合において，原子炉補機海水系及び高圧炉

心スプレイ補機海水系に必要な２号機の取水口及び取水路の通水性に影響を及ぼすことはな

いものと評価する。 

注記＊１：小型船舶の寸法は，発電所沿岸で操業する漁船（最大約10t程度）の大きさを考慮

し，約10tの作業船寸法とした。 

＊２：循環水系の定格流量約3370m3/分に対して原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ

補機海水系の定格流量は150m3/分(ポンプ全台運転) 

平面図 断面図 

朔望平均干潮位 

（EL－0.02m） 

約 10m 
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6. 土石流影響評価について 

6.1 土石流に対する基本方針 

外部事象防護対象施設は，土石流に対して，斜面からの離隔距離を確保し土石流のおそ

れがない位置に設置することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

重大事故等対処設備は，斜面からの離隔距離を確保し土石流のおそれがない位置に設置

すること又は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を有する他の重大事故等対処設備と

位置的分散を図り設置することにより，設計基準事故対処設備等の安全機能と同時にその

機能を損なわない設計とする。 

 

6.2 外部事象防護対象施設及び重大事故等対処設備への影響評価 

設置（変更）許可申請書添付書類八に掲載している島根原子力発電所周辺の土石流危険

区域を図6－1に示す。 

外部事象防護対象施設は，土石流危険区域範囲外である原子炉建物内，タービン建物内，

制御室建物内，廃棄物処理建物内，原子炉建物周辺，取水槽又は排気筒エリアに設置して

いるため，影響はない。 

重大事故等対処設備について，第２保管エリアに配置されている可搬型重大事故等対処

設備が土石流の影響を受けるが，可搬型重大事故等対処設備は土石流の影響を受けない保

管場所にも配置していることから，同時に機能喪失しない。 

また，防波壁は，土石流危険区域範囲外に設置しているため，影響はない。ただし，図

6－2 に示すとおり管理事務所４号館が土石流危険区域⑦に含まれており，防波壁に隣接

していることから，土石流により倒壊，転倒した場合及び建物基礎底面の滑動により防波

壁に影響を及ぼさないことを確認する。 

倒壊及び転倒に対しては，管理事務所４号館の倒壊及び転倒を想定しても防波壁に衝突

しない程度に十分な離隔距離を有することを確認する。 

滑動に対しては，管理事務所４号館が滑動した場合には防波壁との十分な離隔距離を確

保できないおそれがあることから，土石流による衝突荷重により建物基礎（独立基礎）底

面に滑動が生じないことを確認する。 

 

 

 

  



 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 6－1 島根原子力発電所周辺における土石流危険区域 

 

 

  

土石流危険区域① 

土石流危険区域② 

土石流危険区域⑤ 

土石流危険区域⑦ 

土石流危険区域③ 

土石流危険区域⑥ 

土石流危険区域④ 

凡例    ：土石流危険区域（国土交通省国土政策局） 

      ：可搬型設備の保管場所 

第４保管エリア 

第３保管エリア 

第 1 保管エリア 

第２保管エリア 
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図 6－2 防波壁及び管理事務所４号館の位置関係 

 

 

 

 

  

凡例 

     ：土石流危険区域⑦ 

     ：防波壁 

管理事務所４号館 
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6.3 管理事務所４号館の倒壊及び転倒による防波壁への影響評価 

管理事務所４号館について，土石流による倒壊及び転倒による防波壁への影響評価を実

施する。 

評価は，建物が土石流により倒壊及び転倒するものとして影響範囲に防波壁が含まれな

いことを確認する。倒壊及び転倒による影響範囲は，建物地上部分全体が倒壊又は転倒す

るものとして建物高さ分を設定する。 

なお，管理事務所４号館は，地震による波及的影響の防止を目的として，防波壁側の 1

スパン（約 7m）を減築することにより防波壁との離隔距離を確保することで，倒壊及び

転倒による影響範囲に防波壁が含まれないよう対策を行う。 

管理事務所４号館の減築前後の倒壊及び転倒による影響範囲を図 6－3 に，減築後の倒

壊及び転倒による防波壁への影響評価結果を表 6－1 に示す。建物を減築することで，倒

壊及び転倒による防波壁への影響がないことを確認した。 

 

 

図 6－3 管理事務所４号館の減築前後の倒壊及び転倒による影響範囲 

 

表 6－1 管理事務所４号館（減築後）の倒壊及び転倒による防波壁への影響評価結果 

建物 

建物諸元 防波壁との 

離隔距離 

Ｌ（m） 

判定 
構造 階数 

高さ 

Ｈ（m） 

管理事務所４号館 鉄骨造 2 8.45 10.5 
影響なし 

（Ｈ＜Ｌ） 

 

  

  

(a) 減築前 (b) 減築後 

  ：倒壊及び転倒による影響範囲 

  ：管理事務所４号館 

  ：防波壁 
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6.4 管理事務所４号館の滑動による防波壁への影響評価 

6.4.1 概要 

管理事務所４号館について，土石流による建物基礎底面の滑動による防波壁への影

響評価を実施する。 

評価は，土石流による衝突荷重及びその他考慮すべき荷重に対して，建物基礎底面

のせん断抵抗力が十分な余裕を有していることを確認する。本建物の基礎は独立基礎

であり，基礎梁で接続されていないが，鉄筋コンクリート造の土間スラブ（厚さ150

㎜）による水平力の伝達に期待できることを踏まえ，独立基礎底面のせん断抵抗力を

考慮する。 

なお，本評価は6.3において示した建物の減築を反映したものである。 

 

6.4.2 建物概要 

管理事務所４号館は地上 2 階建ての鉄骨造の建物で，基礎は鉄筋コンクリート造

の独立基礎である。管理事務所４号館の平面図，基礎伏図及び断面図を図 6－4 に示

す。 

 

図 6－4(1) 管理事務所４号館 1階平面図 
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図 6－4(2) 管理事務所４号館基礎伏図 

 

 

 

図 6－4(3) 管理事務所４号館断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

6.4.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の種類 

考慮すべき荷重は，常時作用する荷重（自重及び積載荷重）及び土石流による土砂

の衝突荷重を考慮する。また，管理事務所４号館は風荷重の影響が土石流による土砂

の衝突荷重に対して大きいと考えられることから，風荷重との組合せを考慮する。以

下に常時作用する荷重，土砂の衝突荷重及び風荷重の設定について示す。 

 

a. 常時作用する荷重 

常時作用する荷重は，持続的に生じる荷重である自重及び積載荷重とする。  

←A 

←A 
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b. 土砂の衝突荷重 

(a)土石流による衝突荷重算定 

土石流による土砂の衝突荷重は，「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律施行令第 2 条第 2 号の規定に基づき国土交通大臣が定

める方法等を定める告示（国土交通省告示第３３２号）」に基づいて算出する。 

土石流による土砂の衝突荷重は以下の式により算出する。 

 

Ｆｄ＝ρｄＵ2                         （１） 

Ｆｄ：土石流による土砂の衝突荷重（kN/m2） 

ρｄ：土石流の密度（t/m3）           式（２）参照 

Ｕ ：土石流の流速（m/s）            式（３）参照 

 

ρｄ＝ρtanφ／(tanφ－tanθ)               （２） 

ρｄ：土石流の密度（t/m3） 

ρ ：土石流に含まれる流水の密度（t/m3）       表 6－2参照 

φ ：土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（°） 表 6－2参照 

θ ：土石流が流下する土地の勾配（°）     表 6－2参照 

 

Ｕ＝(ｈ2／3・(sinθ)1／2)／ｎ                （３） 

Ｕ ：土石流の流速（m/s） 

θ ：土石流が流下する土地の勾配（°） 表 6－2参照 

ｎ ：粗度係数（s・m-1/3）         表 6－2参照 

ｈ ：土石流の高さ（m）         式（４）参照 

 

           ｈ＝{
0.01・ｎ・Ｃ＊・Ｖ・(σ－ρ)・(tanφ－tanθ)

ρ・Ｂ・(sinθ)
1／2

・tanθ

}

3／5

  （４）  

ｈ ：土石流の高さ（m） 

ｎ ：粗度係数（s・m-1/3）              表 6－2参照 

Ｃ＊：堆積土砂等の容積濃度            表 6－2参照 

Ｖ ：土石流により流下する土石等の量（m3）   式（５）参照 

σ ：土石流に含まれる礫の密度（t/m3）     表 6－2参照 

ρ ：土石流に含まれる流水の密度（t/m3）      表 6－2参照 

φ ：土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（°） 表 6－2参照 

θ ：土石流が流下する土地の勾配（°）      表 6－2 参照 

Ｂ ：土石流が流下する幅（m）          式（７）参照 
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土石流により流下する土石等の量Ｖは「土石流による家屋被災範囲の設定方法

に関する研究（2003 年 2月，国土交通省国土技術政策総合研究所）」に基づいた

以下の式により，土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点を流下する土砂量を算出する。 

   Ｖ=
Ｃ

d
(Ｃ＊－Ｃ

d0
)

Ｃ
d0

(Ｃ＊－Ｃ
d

)
Ｖ

0
                 （５） 

Ｖ  ：土石流により流下する土石等の量（m3） 

Ｃ＊ ：堆積土石等の容積濃度              表 6－2参照 

Ｃｄ ：Ｆｄ算定地点における土石流の流動中の土砂濃度  式（６)参照 

Ｃｄ0：基準地点における土石流の流動中の土砂濃度    式（６)参照 

Ｖ0  ：基準地点における流下する土石等の量（m3）    表 6－2参照 

 

土石流危険区域の基準地点及び土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点を図 6－5に示す。 

 

 
図 6－5 土石流危険区域の基準地点及び土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点 

 

また，土石流の流動中の土砂濃度Ｃｄ，Ｃｄ0は「砂防計画策定指針（土石流・流木

対策編）解説（2016 年 4月，国土交通省国土技術政策総合研究所）」（以下：砂防指

針）に基づいた以下の式で算出する。 

    Ｃ
d
=

ρ・tanθ

(σ-ρ)(tanφ-tanθ)
，Ｃ

d0
=

ρ・tanθ
0

(σ-ρ)(tanφ-tanθ0 )
（６） 

Ｃｄ ：Ｆｄ算定地点における土石流の流動中の土砂濃度 

Ｃｄ0：基準地点における土石流の流動中の土砂濃度 

σ ：土石流に含まれる礫の密度（t/m3）      表 6－2参照 

ρ ：土石流に含まれる流水の密度（t/m3）     表 6－2参照 

φ ：土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（°）   表 6－2参照 

θ ：Ｆｄ算定地点の上流 200ｍ区間の平均勾配（°） 表 6－2参照 

θ0  ：基準地点の上流 200ｍ区間の平均勾配（°）    表 6－2参照  

算定地点

管理事務所4号館

：土石流危険渓流
：流域
：土石流流下経路

基準地点

0 50m
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土石流が流下する幅Ｂは，「土石流による家屋被災範囲の設定方法に関する研

究（2003 年 2 月，国土交通省国土技術政策総合研究所）」において，災害事例の

データより導出された，以下の関係式（レジーム型の式）を用いて算出する。 

   Ｂ＝4√Ｑ
sp
                       （７） 

Ｂ ：土石流が流下する幅（m） 

Ｑsp：土石流のピーク流量（m3/s） 式（８）参照 

 

土石流のピーク流量Ｑspは「土石流による家屋被災範囲の設定方法に関する研

究（2003 年 2月，国土交通省国土技術総合政策研究所）」に基づいた以下の式で

算出する。 

    Ｑ
sp
=
0.01

Ｃ
d

・Ｃ＊・Ｖ                 （８） 

Ｑsp：土石流のピーク流量（m3/s） 

Ｃｄ：Ｆd算定地点における土石流の流動中の土砂濃度  式（６）参照 

Ｃ＊：堆積土砂等の容積濃度               表 6－2 参照 

Ｖ ：土石流により流下する土石等の量（m3）      式（５）参照 
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(b)土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数等と設定方法及びその適用性 

土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数等と設定方法及びその適用性を表

6－2に示す。 

 

表 6－2 土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数等と設定方法及びその適用性 

土質定数等 
記

号 
単位 数値 設定方法 島根サイトにおける適用性 

設定方法

及び適用

性の詳細

記載箇所 

粗度係数 ｎ s・m-1/3 0.1 
砂防指針の 

一般値を設定 

土石流の衝突荷重算定Ｆｄの対象と

なるフロント部の粗度係数は 0.1～

0.2 程度とされており，粗度係数が

小さいほど土石流の流速は大きく

なることから，保守的に 0.1を採用。 

(ⅰ)参照 

堆積土砂等

の容積濃度 
Ｃ＊ － 0.6 

砂防指針の 

一般値を設定 

渓床堆積土砂の容積濃度に，地域的

な明瞭な違いはないと考えられる

ことから 0.6 を採用。 

－ 

基準地点を

流下する土

石等の量 

Ｖ0 m3 2000 

自社調査及び島

根県調査結果に

基づき設定 

－ (ⅱ)参照 

土石流に含

まれる礫の

密度 

σ t/m3 2.6 
砂防指針の 

一般値を設定 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基

本方針」に記載の添付六の岩石の単

位体積重量は 2.6t/m3 程度であり，

砂防指針の値と同等であるため

2.6t/m3を採用。 

(ⅲ)参照 

土石流に含

まれる流水

の密度 

ρ t/m3 1.2 
砂防指針の 

一般値を設定 

流水の標準的な密度は 1.0t/m3 もし

くは 1.2t/m3 とされており，保守的

な 1.2t/m3を採用。 

(ⅳ)参照 

土石流に含

まれる土石

等の内部摩

擦角 

φ ° 35 
砂防指針の 

一般値を設定 

「道路土 工盛土工指針」に記載の
礫，礫まじり砂に相当すると考えら
れ，それらの内部摩擦角φは 35°も
しくは 40°とされている。内部摩擦
角が小さいほど，土石流衝突荷重Ｆ

ｄは大きくなるため，保守的に 35°
を採用する。 

(ⅴ)参照 

土石流衝突

荷重Ｆｄ算定

地点から上

流 200m 区間

の平均勾配 

θ ° 5.67 地形図から算定 － (ⅵ)参照 

基準地点か

ら上流 200m

区間の平均

勾配 

θ０ ° 14.9 地形図から算定 － (ⅵ)参照 
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土石流衝突荷重Ｆｄの算定に用いる土質定数の設定方法の詳細を以下に示す。 

(ⅰ)粗度係数ｎ 

粗度係数ｎは砂防指針によると，図 6－6のとおりとされている。 

 

図 6－6 土石流の流速と水深の算出方法（砂防指針） 

 

上述の砂防指針の参考資料「土石流の水深と流速の観測結果の検討（1984 年 8

月，砂防学会誌）」では，図 6－7のとおり焼岳の土石流動態観測により流速及び

水深を観測し，マニングの式と比較を行っている。これによると，土石流衝突荷

重Ｆｄ算定の対象となるフロント部の粗度係数は 0.1～0.2 程度とされている。 

土石流衝突荷重Ｆｄは式（１）のとおり，土石流の流速に依存しており，粗度

係数が小さいほど土石流の流速は大きくなることから，保守的に 0.1s・m-1/3を採

用する。 

 

図 6－7 土石流の水深及び流速の観測値とマニングの式の比較(赤字は追記) 

  

フロント部

土石流発生からの経過時間
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(ⅱ)基準地点を流下する土石等の量Ｖ0 

土石流により基準地点を流下する土石等の量Ｖ0 は自社調査及び島根県による

調査結果に基づき設定する。自社調査結果の概要を図 6－8，表 6－3に示す。（渓

床を対象とした自社調査結果の詳細は参考資料１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－8 自社調査による土石流危険渓流⑦の渓流横断測線位置図 

 

表 6－3 自社調査による土石流危険渓流⑦の移動可能土砂量 

 

注記＊：A-1 及び A-5 は A-3 を参考に侵食幅及び侵食深を推定 

  

（土石流調査結果）

＊ 

渓流基準点Ａ

Ａ 

 Ａ 

＊ 

＊ ＊ 



 

 

13 

 

砂防指針によると，Ｖ0 については，１波の土石流による堆積土砂量（複数あ

る流路のうち移動可能土砂量が最大となる土砂量）として評価することとしてい

る。対象の渓流において各流路の移動可能土砂量は図 6－9 及び表 6－4 のとお

りであり，この場合の１波の土石流の移動可能土砂量は 750m3となる。 

今回の土石流衝突荷重Ｆｄの算定には，保守的に全ての流路から同時に土石流

が発生する事象を想定し，渓流全体の移動可能土砂量を基準地点を流下する土石

等の量として評価する。 

表 6－5のとおり，自社調査結果による計画流出土砂量 1000m3と島根県調査結

果の計画流出土砂量 1170m3 を比較し，両者を包絡したうえで千の位で切り上げ

た値 2000m3 を事象想定の計画流出土砂量とし，基準地点を流下する土石等の量

Ｖ0として採用する。（自社調査結果と島根県調査結果の比較の詳細は参考資料２

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－9 土石流危険渓流⑦の各流路の移動可能土砂量 

 

表 6－4 土石流危険渓流⑦の１波の土石流の移動可能土砂量の算定 

流路 移動可能土砂量算定式 
移動可能土

砂量(m3)* 

①（A-4 → A-5 →基準地点） 200.0+204.4=404.4≒410(m3) 410 

②（A-2 → A-3 → A-5 →基準地点） 300.0+238.0+204.4=742.4≒750(m3) 
750 

１波の土石流 

③（A-1 → A-3 → A-5 →基準地点） 33.6+238.0+204.4=476≒480(m3) 480 

注記＊：表 6－3から各流路の移動可能土砂量を算出 

 

表 6－5 土石流危険渓流⑦における今回の土石流衝突荷重Ｆｄに用いる計画流出土砂量 

対象渓流 
計画流出土砂量(m3) 

自社調査結果 島根県調査結果 事象想定 

土石流危険渓流⑦ 1000*1 1170*2 2000 

注記＊1：砂防指針に基づき，表 6－3に示す自社調査結果に基づく渓流全体の移動可能土砂量が

980m3であるため，切り上げて 1000m3とした。 

注記＊2：島根県調査後の人工改変を踏まえ補正した値を使用（詳細は参考資料 2参照）。  

基準地点

算定地点

管理事務所4号館

：土石流危険渓流
：流域
：流路①
：流路②
：流路③ 0 50m

基準地点
A-5

A-3

A-2

A-4

A-1
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(ⅲ)土石流に含まれる礫の密度σ 

図 6－10に砂防指針における土石流衝突荷重Ｆｄの算定に必要な土質定数の記

載を示す。 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の添付書類六の岩石の単位

体積重量は 2.6t/m3程度であり，砂防指針の値と同等であるため 2.6t/m3を採用

する。 

 

 

図 6－10 砂防指針における土石流衝突荷重Ｆｄの算定に必要な土質定数の記載 

 

 

(ⅳ)土石流に含まれる流水の密度ρ 

図6－10の砂防指針に記載のとおり，流水の密度は1.2t/m3程度とされている。 

「建設省河川砂防技術基準（案）設計編［Ⅱ］（1985 年 10 月，（社）日本河川

協会）」では図 6－11 のとおり，流水の標準的な密度は 1.0t/m3もしくは 1.2t/m3

とされている。 

式（１）及び式（２）のとおり，流水の密度が大きいほど土石流衝突荷重Ｆｄ

は大きくなることから，保守的に 1.2t/m3を採用する。 
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図 6－11 建設省河川砂防技術基準（案）記載の安定計算に用いる流水の単位体積重量 

 

(ⅴ)土石流に含まれる土石等の内部摩擦角φ 

土石流に含まれる土石等の内部摩擦角φについて，図 6－10 に示す砂防指針の

とおり渓床堆積土砂の内部摩擦角は 30°～40°程度であり，一般に 35°として

よいとされている。 

土石流に含まれる土石等は図 6－12に示す「道路土工 盛土工指針（平成 22 年

度版）（2010 年 4 月，（社）日本道路協会）」に記載の礫，礫まじり砂に相当する

と考えられ，それらの内部摩擦角φは 35°もしくは 40°とされている。内部摩

擦角が小さいほど，土石流衝突荷重Ｆｄは大きくなるため，保守的に 35°を採用

する。 

なお，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の土質材料（旧表土，

埋戻土等）のφが 20°程度であること，図 6－12 にφが 35°以下の記載もある

ことから，φを 20°に設定した場合の影響検討を「6.5 内部摩擦角φの影響検

討」で実施した結果，衝突荷重の増加量はわずかであり，基礎底面の滑動による

防波壁への影響がないことを確認している。 

 

 

図 6－12 道路土工 盛土工指針記載の礫，礫交じり砂の内部摩擦角φ  
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(ⅵ)土石流が流下する土地の勾配θ，θ0 

土石流が流下する土地の勾配θ，θ0について，土石流衝突荷重Ｆｄ算定地点か

ら上流 200ｍの平均勾配と，土石流危険渓流の基準地点から上流 200ｍの平均勾

配をそれぞれ地形図より算定する。基準地点から上流 200ｍの平均勾配について

は，危険渓流内に複数存在する流下流路のうち，移動可能土砂量の最も多い流路

で平均勾配を算定する。「(ⅱ)基準地点を流下する土石等の量Ｖ0」に示すとおり，

流路②が移動可能土砂量の最も多い流路であることから，流路②において平均勾

配を算定する。 

土石流が流下する土地の勾配設定イメージを図 6－13に示す。 

 

 

 

図 6－13 土石流が流下する土地の勾配設定イメージ 

  

算定地点

管理事務所4号館

：土石流危険渓流
：流域
：土石流流路

基準地点

0 50m流路③

流路②

流路①

算定地点から上流200m

基準地点から上流200m

14.9°
5.67°

EL（ｍ）

地形線
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なお，本評価では，式（４）により算定したｈの値を「土砂の衝突高さ」と評価す

る。 

また，土石流危険渓流の基準点より上流に存在する転石の分布状況及び粒径を把握

する調査を実施し，確認された転石については粒径 0.5m 未満となるよう小割を行う。

小割した転石が，土石流発生時に土砂に取り込まれて流下するものと考えられるため，

転石を含む土石流が衝突対象物まで到達することを考慮し，土砂の衝突高さｈは

0.5m 以上となるよう設定する。 

 

土砂の衝突高さｈ＝{
0.5m （土砂の衝突高さの計算値＜0.5m）

計算値（土砂の衝突高さの計算値≧0.5m）
 

 

上記の方法により算定した土砂の衝突高さの計算値，土砂の衝突高さの設定値及

び土砂の衝突荷重を表 6－6 に，建物に作用する土砂の衝突荷重の概念図を図 6－

14 に示す。  
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表 6－6 土砂の衝突高さの計算値,土砂の衝突高さの設定値及び土砂の衝突荷重 

対象構造物 
土砂の衝突高さ計算値 

（m） 

土砂の衝突高さ設定値 

（m） 

土砂の衝突荷重

Ｆｄ（kN/m2） 

管理事務所４号館 0.33 0.50 5.55 

 

 

(a) 平面図 

 

(b) 断面図 

図 6－14 建物に作用する土砂の衝突荷重の概念図 

  

0.
5m
 

Ｆｄ 

Ｆｄ 
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c．風荷重 

風荷重は，建築基準法施行令第 87 条及び平成 12 年建設省告示第１４５４号に

基づき，次式によって算出する。 

Ｐ ＝ ｑ・Ｃｆ・Ａ  

ここで， 

Ｐ ： 風荷重による水平力（N） 

ｑ ： 速度圧（N/m2）＝ 0.6・Ｅ・Ｖｏ
2 

Ｖｏ ： 当該地の基準風速（m/s） 

Ｅ ： 国土交通大臣が定める方法により算出した数値 

       ＝ Ｅｒ
2・Ｇｆ 

Ｅｒ ： 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

Ｅｒ ＝ 1.7 






Ｚｂ

ＺＧ

α
 （Ｈ≦Ｚｂ） 

Ｅｒ ＝ 1.7 






Ｈ

ＺＧ

α
 （Ｈ＞Ｚｂ） 

Ｈ ： 建築物の高さと軒の高さとの平均の数値（m） 

   Ｚｂ,ＺＧ,α ： 地表面粗度区分に応じて示される数値 

（当該地の地表面粗度区分 Ⅱ） 

Ｇｆ ： ガスト影響係数 

Ｃｆ ： 風力係数 

     Ｃｆ ＝ 0.8・ｋｚ (風上側） 

     Ｃｆ ＝ 0.4  (風下側） 

ｋｚ ： 高さ方向分布係数 

     ｋｚ ＝ 1.0  （Ｈ≦Ｚｂ） 

ｋｚ ＝ (Ｚｂ/Ｈ)2α （Ｈ＞ＺｂかつＺ≦Ｚｂ） 

     ｋｚ ＝ (Ｚ/Ｈ)2α （Ｈ＞ＺｂかつＺ＞Ｚｂ） 

Ｚ ： 当該部分の地盤面からの高さ（m） 

Ａ ： 見付面積（m2） 

 

風荷重の評価条件を表 6－7及び表 6－8に示す。 
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表 6－7 風荷重の算定条件 

記号 単位 定義 数値 

Ｖｏ m/s 当該地の基準風速 30 

Ｈ m 建築物の高さと軒の高さとの平均の数値 8.225 

Ｚｂ m 地表面粗度区分に応じて示される数値 5 

ＺＧ m 地表面粗度区分に応じて示される数値 350 

α － 地表面粗度区分に応じて示される数値 0.15 

Ｇｆ － ガスト影響係数 2.2 

 

表 6－8 管理事務所４号館の風力係数及び見付面積 

地表面からの高さ 

（m） 
位置 

高さ方向分布係数 

ｋｚ 

風力係数 

Ｃｆ 

見付面積 

Ａ（m2） 

3.76～8.00 
風上 

0.992 
0.794 186.40 

風下 0.4 170.58 

0.20～3.76 
風上 

0.861 
0.689 156.50 

風下 0.4 156.50 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せについては，常時作用する荷重，土砂の衝突荷重及び風荷重に対して，

施設の構造を踏まえて組合せを設定する。 
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6.4.4 許容限界 

土砂の衝突荷重及び風荷重による水平力は，建物基礎底面地盤のせん断抵抗力によ

り抵抗することから，独立基礎底面のせん断抵抗力を許容限界とする。 

底面地盤のせん断抵抗力Ｈｕは「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０

１-1987（（社）日本電気協会）」に基づき，次式により算定する。 

Ｈｕ＝Ｃ・Ａ＋Ｖ・tanφ 

ここで， 

Ｃ：底面と地盤との間の粘着力（＝0） 

Ａ：底面の有効載荷面積（独立基礎底面面積）（＝229 m2） 

Ｖ：底面に作用する鉛直力（＝7647 kN） 

φ：底面と地盤との間の摩擦角 

なお，「建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2019 改定）」において，基礎底

面の摩擦係数として 0.4～0.6 が示されていることを踏まえ，tanφの値は 0.4 とす

る。 

 

6.4.5 評価結果 

管理事務所４号館の滑動による評価結果を表 6－9 に示す。土砂の衝突荷重及び風

荷重により発生する水平力に対し，独立基礎底面のせん断抵抗力は十分な裕度を有し

ている。 

なお，底面の有効載荷面積について，管理事務所４号館の独立基礎は基礎梁で接続

されていないが，鉄筋コンクリート造の土間スラブ（厚さ 150 ㎜）による水平力の伝

達に期待でき，独立基礎底面のせん断抵抗力にも十分な余裕があることから，建物全

体として滑動することはないと判断した。 

以上より，管理事務所４号館の滑動による防波壁への影響がないことを確認した。 

 

表 6－9 管理事務所４号館の滑動による評価結果 

（単位：kN） 

部位 
土砂の衝突荷重 

による水平力 

風荷重 

による水平力 
合計水平力 許容限界 

基礎底面 122 432 554 3058 
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6.5 内部摩擦角φの影響検討 

Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に記載の土質材料（旧表土，埋戻土）

の内部摩擦角が20°程度であることから，内部摩擦角φを20°に設定した場合の影響

検討を実施した。 

内部摩擦角φを20°に設定した場合の土砂の衝突高さの計算値,土砂の衝突高さの

設定値及び土砂の衝突荷重を表6－10に示す。その他の評価条件については6.4で示し

たものを用いる。 

内部摩擦角φを20°に設定した場合の管理事務所４号館の滑動による評価結果を

表6－11に示す。 

土砂の衝突荷重及び風荷重により発生する水平力に対し，独立基礎底面のせん断抵

抗力は十分な裕度を有しており，管理事務所４号館の滑動による防波壁への影響がな

いことを確認した。 

 

表 6－10 内部摩擦角を 20°に設定した場合の土砂の衝突高さの計算値,土砂の衝突高さの 

設定値及び土砂の衝突荷重 

対象構造物 
土砂の衝突高さ計算値 

（m） 

土砂の衝突高さ設定値 

（m） 

土砂の衝突荷重

Ｆｄ（kN/m2） 

管理事務所４号館 0.36 0.50 6.58 

 

表6－11 内部摩擦角を20°に設定した場合の管理事務所４号館の滑動による評価結果 

（単位：kN） 

部位 
土砂の衝突荷重 

による水平力 

風荷重 

による水平力 
合計水平力 許容限界 

基礎底面 145 432 577 3058 
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（参考資料１）渓床を対象とした自社調査結果 

 

土石流危険渓流における渓床の状況について平成 27～28 年に自社調査を実施（令和元年

に補足調査を実施）した。 

渓床堆積物の分布や，周辺の微地形，露岩，植生等を確認し渓床の安定性も含めて谷の状

況を確認するとともに，谷次数毎に渓床の横断スケッチ，状況写真の撮影及び簡易貫入試験

を実施した。 

横断スケッチ等を実施する横断測線位置は，堆積土砂の分布等を踏まえ谷を代表すると考

えられる位置とした。横断測線は，谷次数毎に 1 測線を基本とするが，渓床勾配や渓床の断

面が大きく変化し 1 測線では代表できないと判断する場合は，横断測線を増やした。横断測

線を増やした谷については，横断測線が代表する渓流の延長を見直した。また，図上調査結

果及び自社調査の結果，周辺の渓流と同様な地形形状（渓床勾配，谷幅，斜面状況）の渓流

については，周辺の渓流の調査結果に代表させた。図 1に横断測線の設定例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 横断測線の設定例 

 

横断測線位置において，「砂防指針」に基づき，侵食幅（土石流発生時に侵食が予想され

る平均渓床幅）（ｍ）及び侵食深（土石流発生時に侵食が予想される渓床堆積土砂の平均深

さ）（ｍ）を推定した。図 2に侵食幅，侵食深の調査方法を示す。 

侵食幅は，渓流断面における渓岸斜面の傾斜変換点，ガリー地形の発達状況，後背地域

の状況（谷筋の消滅，小規模な尾根の存在）等に着目し，土石流流下範囲として考えられ

る幅を推定した。侵食深は，斜面状況，露頭状況及び簡易貫入試験結果を踏まえ推定し

た。簡易貫入試験は，０次谷以外の谷を対象に図 3に示すとおり，横断測線位置及び横断

測線位置から谷筋の縦断方向へ上下流に約 5m 離れた位置の延べ３箇所で実施した。侵食

深は，小山内ほか（2005）（１）に基づき，地質によらず崩れずに斜面上に残るとされてい

る「Nd≧20」を深度とし，3 箇所の平均値より算出した。 

  

「河川砂防技術基準 調査編」 
（国土交通省水管理・国土保全局，平成 24年 6月） 
一部加筆・修正 
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図 2 侵食幅，侵食深の調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 侵食深の調査方法（簡易貫入試験） 

 

移動可能土砂量は，以下の式を用いて求めた。 

 

 

 

 

ここで， 

Ｖ ：移動可能土砂量（m3） 

Ａｎ：侵食可能断面積（移動可能渓床堆積土砂の平均断面積）（m2） 

Ｌｎ：渓流の延長又は 0 次谷の延長（m） 

Ｂｄ：侵食幅（m） 

Ｄｅ：侵食深（m） 

 

 

土石流危険渓流⑦における渓流横断測線位置及び自社調査結果を図 4～図 5に示す。ま

た，自社調査結果に基づき算出した移動可能土砂量を表 1に示す。  

 

Ｖ＝Σ（Ａｎ×Ｌｎ） 

Ａｎ＝Ｂｄ×Ｄｅ 
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図 4 土石流危険渓流⑦の渓流横断測線位置図 

 

横断測線 自社調査結果 

A-2 

現地写真 

 

現地スケッチ 

 

調査結果 

幅の広い浅い谷である。南側の斜面は切土のり面となっている。渓床の片側
が低くなっており，豪雨時には低い方が侵食されやすい。 
0 次谷については，谷の最上流部に位置し集水域が狭いこと，斜面勾配が急で
あること，現地踏査における斜面状況，露頭状況から，土石流発生予想深さ
（平均侵食深）を 0.5m とした。 
 

図 5 土石流危険渓流⑦の自社調査結果（１／２） 

 
平均侵食深 0.5ｍ 

平均侵食幅 

8ｍ 

（土石流調査結果）
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横断測線 自社調査結果 

A-3 

現地写真 

 

現地スケッチ 

 

 

調査結果 

水路はコンクリートであり，両側の渓床もコンクリート張り，蛇カゴ，埋戻
し土であり，渓床は完全に人工改変されている。埋戻し土は，ポールの先端が
入らない程度に硬質である。 
1 次谷及び 2次谷については，現地踏査における斜面状況，露頭状況及び簡

易貫入試験の結果から，土石流発生予想深さ（平均侵食深）を 0.4m とした。 

簡易貫入試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

A-4 

現地写真 

 

現地スケッチ 

 

 

調査結果 

小規模な谷であり，表流水は認められない。渓床沿いに管理道が通ってい
る。 
0 次谷については，谷の最上流部に位置し集水域が狭いこと，斜面勾配が急

であること，現地踏査における斜面状況，露頭状況から，土石流発生予想深さ
（平均侵食深）を 0.5m とした。 

図 5 土石流危険渓流⑦の自社調査結果（２／２） 

  

平均侵食幅 

5ｍ 

平均侵食深 0.5ｍ 

伐

採

木 

平均侵食幅 

7ｍ 

平均侵食深 0.4ｍ 
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表 1 土石流危険渓流⑦の移動可能土砂量 

 

注記＊：A-1 及び A-5 は A-3 を参考に侵食幅及び侵食深を推定 

 

参考文献 

(1) 小山内信智・内田太郎・曽我部匡敏・寺田秀樹・近藤浩一（2005)：簡易貫入試験を用い

た崩壊恐れのある層厚推定に関する研究，国土技術政策総合研究所資料，第 261 号 

 

  

渓流基準点Ａ

Ａ 

 Ａ 

＊ 

＊ 

＊ 
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（参考資料 2）島根県調査結果との比較 

 

島根県は平成 13 年に土石流危険渓流の現地調査（以下「島根県調査結果」）を実施して

いる。 

島根県調査を実施している土石流危険渓流③～⑦のうち，今回対象の土石流危険渓流⑦

における自社調査結果と島根県調査結果の比較の詳細を図 1に示す。
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[土石流危険渓流⑦付近] 

 島根県 自社調査 

調
査
位
置
図 

  

 

 島根県 （測線名：Ⅰ－１） 自社調査（測線名：該当無） 

現
地
写
真
・
ス
ケ
ッ
チ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

渓流 A-5 における現地状況写真 
 

島根県調査における横断測線Ⅰ－１に
対応する渓流は A-5 である。 

渓流 A-5 には横断測線はないが，上流
から A-1，A-3，A-5 と続く一連の渓流で
あり，いずれも横断形状は同等であるこ
とから，横断測線 A-3 で代表させてい
る。 

備
考 

幅 ：5m 

深さ：1.0m 

侵食可能断面積：5 ㎡ 

 

相
違
点 

 

－ 

図 1 島根県調査結果との比較（土石流危険渓流）（１／２） 

 

 

（図上調査及び現地調査
による詳細検討結果）

（土石流調査結果）
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 島根県 （測線名：Ⅰ－２） 自社調査（測線名：横断測線 A-3） 

現
地
写
真
・
ス
ケ
ッ
チ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

備
考 

幅 ：8m 

深さ：1.0m 

侵食可能断面積：8 ㎡ 

平均侵食幅：7m 

平均侵食深：0.4m 

侵食可能断面積：2.8 ㎡ 

相
違
点 

・島根県の調査位置は，現在人工改変（水路設置）されている。 

・島根県調査結果より，当社評価の侵食幅及び侵食深は小さい。 

・自社調査結果の侵食深は簡易貫入試験結果を踏まえて推定している。 

 島根県 （測線名：Ⅰ－３） 自社調査（測線名：該当無） 

現
地
写
真
・
ス
ケ
ッ
チ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 島根県調査後，人工改変（敷地造成）
されているため対応する自社調査結果な
し。 

 

 

 
 
 

 

備
考 

幅 ：11m 

深さ：2.0m 

侵食可能断面積：22 ㎡ 

 

相
違
点 

 

－ 

図 1 島根県調査結果との比較（土石流危険渓流）（２／２） 
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また，島根県調査（平成 13 年）以降，渓流の一部は敷地造成により改変されている

ことから，移動可能土砂量の比較にあたっては，図 2及び表 1のとおり，改変区間を考

慮し島根県調査結果の計画流出土砂量を 1170m3（I-1：約 450m3と I-2：約 720m3の合

計値）に補正した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2 土石流危険渓流における土砂量の評価範囲 

 

表 1 土石流危険渓流の島根県調査結果の計画流出土砂量の補正 

島根県調査結果 
土砂量 
の評価 

測点 
延長＊１ 

(m) 

侵食
幅 
(m) 

侵食
深 
(m) 

侵食可能
断面積 
(m

2
) 

計画流出 
土砂量

 
(m

3
) 

補正後の 
計画流出 
土砂量 

 
(m

3
) 

I-1 約 90 5 1.0 5 約 450 約 450 

I-2 約 90 8 1.0 8 約 720 約 720 

I-3 約 80 11 2.0 22 約 1760 0 

合計 
約 2930 

（2937）＊２ 
約 1170 

 

注記＊１：島根県調査位置図からの想定 

＊２：（）の数値は島根県調査結果における計画流出土砂量 

 

 

：島根県調査結果のうち土砂量の評価対象 

：土砂量を評価する範囲

 
 

（図上調査及び現地調査
による詳細検討結果）

 
 

（図上調査及び現地調査
による詳細検討結果）

（土石流調査結果）




